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図 1-1 阪神淡路大震災における火災延焼の様子[1] 

















































図 1-2 火災の規模と対策の効果 


































図 1-3 未整備な街区に形成された密集市街地と伝統的な密集市街地 
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a：建物の代表長さ，d：隣棟間隔，U∞：市街地風の風速，n：延焼速度比，a’：木造建物の比率，b’：防火造
建物の比率，c’：耐火造建物の比率 





地（xy 平面）上における 2 次元的な火災の拡大予測を行うことを可能としている[7]． 
ここでは，ある時刻 t における火災前線を包絡した曲線を等時延焼線と定義し，これを
と表している．この閉曲線上の点 （ i =1~N）を中心として，そこから微小時間Δ
t の間に拡大する要素火面を考えると，時刻 t+Δt における等時延焼線 は，N 個
の要素火面の包絡線としてとして表される（図 1-5）．このとき，時刻 t の点 からΔt 時間後








 θθ sin)(cos)( 21 ⋅=⋅ tV
dy
tV
dx  (1-3) 
ただし， は時刻 t における風下・風上方向への延焼速度， は時刻 t における風横方向
への延焼速度，θは火流線と座標軸のなす角である． 
























図 1-5 藤田による等時延焼線の概念 
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 ( )cRRF ′−+= 00 1  (1-5) 






の時刻 t を変数としたロジスティック曲線により近似している[9]． 
 ([ )]βα −−+= t
GtA
exp1
)(  (1-6) 










































図 1-6 保野らによる延焼速度式の概念 





































 ( )( ) 0)1(371.1005.0822.0048.0 VchUV ⋅′−+−+= ∞  (1-10) 
ここで，U∞は市街地風の風速，hは湿度， c′は耐火造建物の比率， 
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ここで，d は全壊建物の比率， は全壊建物内の延焼速度（′ cV ( ){ }2094.0exp9.3198 ∞−+ U m/h），Vnn






えた計算を行った結果，出火からの時刻 t における延焼速度を次のように一般化している． 
 


















































図 1-7 糸井川らによる延焼モデルの概念図[5] 
 
表1-2 糸井川らの延焼モデルで使用される延焼確率係数 [16] ijA
i               j 木造 防火造 
木造 4.738 4.244 
防火造 1.711 2.275 
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Ap  (1-14) 
( )),(exp1 yxBwr ⋅−−= jij  (1-15) 








































(A) 裸木造区画          (B) 防火造区画          (C) 耐火造区画 
図 1-8 国土交通省モデルで仮定された構造ごとの発熱速度曲線 


















































































































































∑ LQ&Rq ′′& Rq ′′&
飛び火熱気流による温度上昇
火災建物からの輻射熱伝達
図 1-9 新しい延焼モデルの概要 















































































に いてさらなる検討が必要と考えられる：  








































































図 1-10 本研究の構成 



















7 章 延焼性状予測モデルの検証 
第 7 章では，ここまでに構築した延焼モデルの検証を行















2) 日本建築学会編：新建築学大系 12 建築安全論，彰国社，1983 
3) 建設省都市局都市防災対策室編：都市防災実務ハンドブッ
4) 浜田稔：火災の延焼速度について，火災の研究Ⅰ，1











 1.3 本研究の構成 17 
14) 次：類焼確率関数の数理・統計的導出，日本建築学会関東支部研究報告集，pp.321-324，
16) 火災の確率的延焼モデル，第 23 回日本都市計
17) くりにおける防災評価・対策技術の開発，国土交通省総合技術開発プ
18) 定（その 1 熱収支式と温度上昇曲線），日













































































































V 内のφの収支は，  
 [蓄積量の時間変化]=[生成速度]+[流入速度]-[流出速度] (2-1) 
 2.2 区画火災性状 21 
2-2 を参考に定式化すると次式を得る[例えば 7]． と表すことができるが，この関係を図








ただし，左辺はφの変化率，右辺第 1 V 内でのφの生成率，右辺第 2 項は境界を経由した
φの流入・流出を表している．また，t は時間， xは空間座標をベクトル表示したものである．
なお，v は境界面での流速，n は境界面外向きの単位法線ベクトルであり， n は境界面に垂
直な速度成分を表している．区画火災性状を規 る基礎方程式は，上式(2-2)に対して適当な
 






















 ( )⋅−∂= dSdVdVd nvρρρ  (2-3) 
ここで 検査体積である区画内
 








d ρρ =∫∫∫  (2-4) 
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と
このとき，式(2-3)の右辺
第 1 項は可燃性ガスの供給速度（質量減少速度） に等しくなる． 
 












( ) ( )∑ −=⋅∫∫ ij mmdS &&nvρ  (2-6) 
jS
ここで，m& は開口流量であり，下付き文字の ij および
ji
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( ) ( )⋅−∂= ∫∫∫∫∫∫∫∫ ∂ dSudVt
udVu
dt
d nvρρρ  (2-12) 
た










































∂∫∫∫ ρ  (2-16) 
こ
いては，まず
の項を式(2-13)の関係を用いてエンタルピーh の項と圧力 p の項に分離して， 
 
 
図 2-4 区画内のエネルギーの保存 
iF
V


























24 第 2 章 建物内部の火災性状予測モデル 
 ( ) ( ) ( )∫∫∫∫∫∫ ⋅−⋅=⋅
SSS
dSpdShdSu nvnvnv ρρ  (2-17) 
このうち，h の項は，対流熱伝達および輻射による境界への失熱，ならびに換気に伴う熱の輸
送を考慮して次のように表される． 




TmcTmcQdSh &&& ,nvρ  (2-18) 
ただし， は，可燃物への失熱速度 ，開口を経由した輻射失熱速度 ，壁や扉などの
区画境界部材への放射および対流熱伝達による失熱速度 の和として， 
∑ iLQ ,& FQ& DQ&
MQ&
 ( )∑∑ ++=
j
ijMijDiFiL QQQQ ,,,, &&&&  (2-19) 
一方，式(2-17)の p の項については，圧力 p が概ね大気圧に等しく一定と考えると，p を積分の





=⋅∫∫ nv  (2-20) 
これは，膨張によって区画内の気体が外部に対して行う仕事とみなすことができる． 
以上をまとめると，区画内のエネルギー保存を表す式が次のように得られる（図 2-4）． 

















 ( ) ( ) ( ⎭⎬⎫⎩⎨⎧ −+−+= ∑ ∑j jjiPiijPiLPiFPiBiiiP TmcTmcQTmcQVTcdtd &&&&& ,,,ρ )  (2-23) 
2.2.3 化学種の保存 
次に，火災時の発熱速度の算出に必要な酸素（=O）と可燃性ガス（=F）の保存式を導くが，














d nvρρρ  (2-24) 
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,ρρ =∫∫∫ )  (2-25) 









∂∫∫∫ &ρ  (2-26) 
式(2-24)の右辺第 2 項に表される区画境界を経由した化学種の輸送は，開口を通じた換気によ
りもたらされるから， 




YmYmdS ,, &&nvρ  (2-27) 
以上をまとめると，区画内の化学種保存を表す式が次のように得られる（図 2-5）． 





















  RTp ρ=  (2-29) 




  ppp ′+= ∞  (2-30) 
のように表されるが，Rehm & Baum[8]によると，火災時の浮力流のように流れの代表速度が音
26 第 2 章 建物内部の火災性状予測モデル 
速に比べて十分小さい低マッハ数流れの場合には， ≫∞p p′であることが示されており，上式
は次のように近似できる． 
   (2-31) ∞≅ pp
この場合，気体の状態方程式は， 




きな誤りはないものと考えられる．さらに，地表面における基準大気圧 を 1.013×105Pa とす
ると，状態方程式は次のように簡略化される．  
∞p









( ) ( ) ( ⎭⎬⎫⎩⎨⎧ −+−+=+ ∑ ∑j jjiPiijPiLPiFPiBiiiPiiiP TmcTmcQTmcQVdtdTcdtdTVc &&&&& ,,,ρρ )  (2-34) 
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(2) 化学種濃度 
化学種濃度 についても区画内温度 T の場合と同様な手順により時間微分項を導くことが
できる．まず，保存式(2-28)の左辺の微分を分解すると， 
XY
 ( ) (∑ −−Γ=+ j jXjiiXijiXiiiXiXii YmYmVdtdYdtdYV ,,,,, &&&ρρ )  (2-37) 

















































気体密度 ρ を求めるには，質量保存式(2-7)から時間変化 dtdρ を与える式を導き，これを時々
刻々積分することでその変化を予測することも可能である．しかしここでは，計算手続きがよ
り簡単な状態方程式(2-33)を利用する方法を採用する．すなわち，式(2-36)より新たな時間ステ
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の燃え抜けが始まる盛期火災以降に可燃性ガスを放出する場合が多い（図 2-6）．このとき，区
画全体の可燃性ガスの供給速度 は，収納可燃物と固定可燃物が熱分解を起こして可燃性ガス
を放出する速度（質量減少速度） ， の和をとって次のように表される． 
Fm&
LFm ,& MFm ,&







 ( ) FMFLFF mAAm ′′⋅+= && ,,  (2-42) 
































































図 2-7 酸素供給速度と可燃物の質量減少速度の関係 
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速度 が小さくなるので， の多少により発熱速度が決定される．これを で表すことに
すると，酸素は換気によって外部から供給されるので， 
Fm&




















&  (2-44) 
























図 2-8 酸素供給速度と発熱速度の関係 
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 { }FBOBB QQQ ,, ,min &&& =  (2-46) 
すなわち， は図 2-8 において斜線を引いた部分に相当する．また，区画内の火災が換気支配
となるか燃料支配となるかは，式(2-44)より明らかなように供給酸素の余剰率
BQ&
γ に依存する．  
発熱速度 が分かれば，反応時に消費された酸素，ならびに可燃性ガスは， をそれぞれ
の燃焼熱で除した値として求まる．これに可燃性ガスの供給速度 を考慮すると，酸素と可




 OBO HQ ∆−=Γ &&  (2-47) 












一般に，室内で発生した火災の発熱速度Q は，時間の 2 乗に比例して増加することが経験的
に知られている．すなわち， 
&




q ′′& と一定であるとすると， 
 ( )2igF ttqAqQ −′′=′′= α&&&  (2-50) 
 







 ( )2, igFLF ttA −=α  (2-51) 
により露出表面積 の時間変化を求める．ただし， （=LFA , Fα q ′′&/α ）は比例係数である．なお，
式(2-49)で定義される火災成長率α は，一般に 1.0×10-3~2.0×10-1（kW/s2）程度の値をとること
が知られている[11]．ここで，単位面積当たりの可燃性ガスの供給速度が自由空間におけるそ
れ（ =0.003kg/m2・s）に等しく，可燃性ガスの燃焼熱 が 17000kJ/kg である場合，可燃物










,, 70.0=  (2-52) 
ここで， は収納可燃物密度， は区画の床面積である．  LFw , floorA
以上の式(2-51)，(2-52)をまとめると，収納可燃物の露出表面積を与える関係式が次のように
得られる（図 2-9(A)）． 
 ( ){ }floorLFigFLF AwttA 31 ,2, 70.0,min −= α  (2-53) 
(2) 固定可燃物の露出表面積 
一方の固定可燃物については，建物構造ごとの固定可燃物量に関する調査報告は散見される
ものの，その表面積 がどの程度の大きさになるのかを示す資料は見出せなかった．このた MFA ,
 
 














(A) 収納可燃物                  (B) 固定可燃物 
図 2-9 可燃物の露出表面積の変化 
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め類推によるしかないが，ここでは，固定可燃物密度 が区画表面に対して均等に分布して
いるものと考え， が区画の総表面積 に等しいものと仮定する． 
MFw ,
MFA , TA









 ( ) TMF AA ⋅Ψ+Ψ= 0,  (2-55) 
ここで， は固定可燃物の初期露出率である．木質系建物のように可燃性の固定可燃物が出火














j の地表面高さ z における圧力 ， はそれぞれ次
のように表される． 
)(zpi )(zp j
  (2-57) gzpzp iii ρ−= ,0)(
  (2-58) gzpzp jjj ρ−= ,0)(
両式は地表面高さ z を変数とした 1 次関数なので，区画間に密度差がある場合には圧力が一致
する z が必ず存在する．この高さが中性帯高さ となるが，これは，上式(2-57)，(2-58)を等置
することで次のように得られる． 
NZ
 ( )gppZ ji jiN ρρ −
−= ,0,0  (2-59) 
ここで，図 2-10 に示すように，区画 で火災が発生しており， が に比べて小さい場合を考i iρ jρ
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えると，中性帯高さ より上方では > となるので からNZ )(zpi )(zp j i j へ向けて流れ が生じ，
より下方では < となるので逆に
ijm&




  (2-60) dzzuBm u
N
H
Z iij )(∫= ρα&
  (2-61) dzzuBm N
bH jji
)(∫= ρα& Z
ここで，α は開口流量係数，B は開口幅， は開口上端高さ， は開口下端高さ，u は高


































ただし， ρ∆ = ji ρρ − である．これを式(2-60)，(2-61)に代入して積分すると，開口流量の計算
式が次のように求まる． 
 ( ) 232
3
2
Nuiij ZHgBm −∆= ρρα&  (2-63) 
 ( ) 232
3
2
bNjij HZgBm −∆= ρρα&  (2-64) 
両区画の圧力差の関係は，ここに示したものの他にいくつか考えられる．そこで，いずれの条
件においても開口流量の計算が可能なように，圧力分布のパターンに応じて計算式を整理した
ものが表 2-1（鉛直開口），表 2-2（水平開口）である． 
 



















図 2-10 圧力差 p∆ により駆動される開口部での流れ 
 









表 2-1 圧力分布のパターンと開口流量の関係（鉛直開口） 
判別条件 パターン 計算式 
bN HZ ≤  
 ( ) ( ){ }2323232 NbNuiij ZHZHgBm −−−∆= ρρα&  
0=jim&  
uNb HZH <<   
( ) 23232 Nuiij ZHgBm −∆= ρρα&  
( ) 23232 bNjji HZgBm −∆= ρρα&  ji
ρρ <  
Nu ZH ≤   
0=ijm&  
( ) ( ){ }2323232 uNbNjji HZHZgBm −−−∆= ρρα&
ji pp ,0,0 ≤   
0=ijm&  ( ) pHHBm jbuji ∆−= ρα 2&  
ji ρρ =  
ji pp ,0,0 ≥   
( ) pHHBm ibuij ∆−= ρα 2&  
0=jim&  
bN HZ ≤   
0=ijm&  
( ) ( ){ }2323232 NbNujji ZHZHgBm −−−∆= ρρα&
uNb HZH <<   
( ) 23232 bNiij HZgBm −∆= ρρα&  
( ) 23232 Nujji ZHgBm −∆= ρρα&  
ji ρρ >  
Nu ZH ≤   
( ) ( ){ }2323232 uNbNiij HZHZgBm −−−∆= ρρα&  
0=jim&  
   ※圧力差∆ は任意の高さにおける値 p
 
表 2-2 圧力分布のパターンと開口流量の関係（水平開口） 
判別条件 パターン 計算式 
ji pp ≤  
 0=ijm&  ( ) pHHBm jbuji ∆−= ρα 2&  
ji pp ≥  














   ※圧力差 は開口面高さにおける値 p∆
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 ( )20, )(2
1)( zUCgzpzp Wjjj ∞⋅+−= ρρ  (2-65) 





























































































図 2-11 市街地風の入射角と風圧係数の関係 
 





 ( ) θcos, ∞∞ = eeee WW  (2-69) 



















m& ρ ならびに基準圧力 が分かれば求めることができる．このうち，0p ρ
は状態方程式(2-33)より計算できるので，残った を質量収支式(2-7)より決定してやればよい．
ここでは，質量収支式(2-7)のことを換気条件式 F と呼ぶことにし，次のように書き直す． 
0p
 ( ) ( ) 0, =−+−= ∑ iiiF
j
ijjii Vdt
dmmmF ρ&&&  (2-71) 
ただし，一般に建物は複数の区画からなるので，この条件式 F は建物内の区画の数 N だけ存在
する．つまり，各区画の基準圧力 を求めるには，次の連立非線形方程式を解く必要がある． 0p
























 [ ]TNppp ,02,01,00 L=p   (2-73) 
 [ ]TNFFF L21=F  (2-74) 
なるベクトル表示を導入すると，式(2-72)は次のように表される． 
  (2-75) 0pF =)( 0
ただし，上付き文字の T は転置行列を表す． 
 

























































, ρ&  (2-78) 
換気条件式(2-71)を式(2-78)で除すと，無次元化された換気条件式が次のように得られる． 
 





























ここでも，有次元形の場合と同様に，得られた換気条件式 をベクトル表示すると，  *iF
  (2-80)  0pF =)( 0*
ただし， は次のように表されるのベクトルである． *F
 [ ]TNFFF **2*1* L=F  (2-81) 
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(3) ニュートン法による基準圧力の算出 
ここでは，連立方程式の解法にニュートン法を用いる．いま， が 2 回微分可能である






  (2-82) ))(())(()()( 2)(00)(00)(0)(0*0* kkkk OJ ppppppFpF −+−+=
ただし，s= は， が小さくなるとき，s が と同程度の速さで
小さくなることを意味する．また， は の微分を成分とする N×N ヤコビ行列である．
式(2-82)の右辺を一次の項までとって打ち切り， を ) と置いた上で， が の
解に等しいとすると， 
))(( 2)(00
kO pp − 2)(00 )( kpp − 2)(00 )( kpp −






+kp 0pF =)( 0*


























ただし， は解 ) を得るための補正量であり， )1(0
+kpδ 1(0 +kp
 [ ]TNppp ,02,01,00 δδδδ L=p  (2-85) 
である．ここでは， を の逆行列から求めるのではなく， )1(0
+kpδ )( 0pJ




































































図 2-12 基準圧力計算の流れ 
 
 2.4 開口を経由した質量の移動 39 
なる連立線形方程式に対して反復法である SOR 法を適用することで算出する． 






















































































p  (2-87) 
となるが，数値計算上は中心差分により各成分の近似計算を行う．すなわち，適当な間隔に設
定されたΔp に対して ppp ki
k
i ∆±=± )( ,0)( ,0 とした場合の値 )( 0* ±pF を計算しておき，この差を用















p  (2-88) 
なお，式(2-88)は 1 次のテイラー展開より求められた近似式であり，実際には 反復計算によ
り解を求めることになる．ここでは，ベクトル のノルム)( )1(0













* ppF  (2-89) 
を採用する．ただし， は微小量である． Fε
上に示した基準圧力の算出の手順を示したものが図 2-12 となる． 




  (2-90) )()( 0
*
00 pFpp −=δJ


























40 第 2 章 建物内部の火災性状予測モデル 
ここではまず，ヤコビ行列 を，対角成分からなる行列 A と，左下三角行列 B，右上三
角行列 C の和に分離する． 
)( 0pJ



























































































































C  (2-93) 
このとき，解くべき連立方程式(2-90)は， 
  (2-94) )()( 0
*
0 pFp −=++ δCBA
と表され，非対角成分を右辺に移せば，反復スキームが次のように得られる． 





 ( )mmm CBA 0100*110 )( pppFp δδδ −−−= +−+  (2-96) 
さらに，各段階で計算された値 1* +mpδ を次段でそのまま採用せずに，ガウス・ザイデル法で本
来修正される量 mm 0
1
0 pp δδ −+ に緩和係数ωをかけて修正量を調整し，これを前段で得られる近
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2.5 開口を経由した熱の移動 
開口を経由した熱移動は，換気に伴う熱量の輸送によるものと，輻射によるものとに分ける
ことができる（図 2-13）．このうち，前者については，空間 から隣接する空間i j への単位時間
当たりの換気量 に伴われる熱量 ，逆に，空間ijm& iPTc j から への単位時間当たりの換気量  i jim&
伴われる熱量 を考慮して， からjPTc i j への熱の輸送速度が次のように表される． 
  (2-99) jijPijiP mTcmTc && ⋅−⋅
一方，空間 からi j への輻射による正味の伝達熱流束 ijDq ,′′& は，区画内ガスを黒体とみなしてい
るので次のように計算される． 
 ( ) DefjiijD qTTq ,44, ′′−−=′′ && σ  (2-100) 
ただし， は噴出火炎からの入射熱流束（空間Defq ,′′& j が屋外である場合）を表している．このと
きの正味の輻射失熱速度 は， を開口部面積として次のように表されることになる． ijDQ ,& DA




















が伝達される（図 2-14）．この場合，隣接する 2 空間 とi j を隔てる境界部材への正味の入射熱
流束 は次のように表される． ijMq ,′′&
 ( ) ( ) MefiMiMiMiMijM qTThTTq ,,4 ,4, ′′−−+−=′′ && σε  (2-102) 
ここに， ， はそれぞれ部材表面の輻射率，対流熱伝達率， は区画 i 側の部材表面温度，
は噴出火炎からの入射熱流束（空間
Mε Mh iMT ,
Mefq ,′′& j が屋外である場合）を表している．このとき，空間
からi j に向かう正味の失熱速度 は，次のように表されることになる．  ijMQ ,&
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  (2-103) MijMijM AqQ ⋅′′= ,, &&
ただし， は部材の露出面積である． MA
2.6.1 部材内温度 
式(2-102)より明らかなように，入射熱流束 ijMq ,′′& を計算するには，部材の表面温度 が必要
となる．一般に建築壁体は，厚さ方向に比べて広がり方向のスケールが大きいことから，ここ













∂ &ρ  (2-104) 






積のうち，区画内ガスとの境界となる第 1 層，第 N 層の代表点については，境界面に代表点を
設けることで，表面温度の算出を行う． 
kx∆
ここで，任意の検査体積（第 k 層）に着目し，k-1 層と k 層の界面を w，k 層と k+1 層の界面









































ijMq ,′′& jiMq ,′′&
wq ′′& eq ′′&
kx∆ 1+∆ kx1−∆ kx
wx∆ ex∆
kMT , 1, +kMT1, −kMT
iMT , jMT ,
iT j区画　　　温度 jT










図 2-14 区画境界部材を通じて隣接する空間へと伝達される熱 
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1ρ  (2-106) 
ただし，上付き文字の N は計算ステップ数である． 




















−−=′′ + ,1,&  (2-108) 
とできる．ただし，熱伝導率には，格子の中間点である界面 w，e における値 ， を代入す
る必要がある．これらは，界面を挟む層の熱伝導率 ， ， ，ならびに層の厚さを
， ， として，それぞれ次のように表すことができる[12]． 
wk ek
1, −kMk kMk , 1, +kMk






























xxx ∆+∆=∆ −  (2-111) 
 
2
1+∆+∆=∆ kke xxx  (2-112) 
以上の点を考慮して，離散化された熱伝導方程式(2-106)をさらに整理すると，N+1 ステップ

















,  (2-113) 
これは，式(2-2)に示した物理量の保存関係を表していることに他ならず，検査体積に対して単












qq &&&  (2-114) 





















ここでは，部材へ入射する単位面積あたりの累積熱量が，ある値 crQ ′′ を超えた段階で燃え抜け
始まるものと考える．すなわち，燃え抜けの始まる時刻 t は，加熱が始まった時間を 0 として
次のように表すことができる． 
































図 2-15 区画境界部材の燃え抜け 
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図 2-16 耐火試験結果からの燃え抜け時間の判定 
 













































⎛ +≅′′ ∫ σ  (2-122) 
と限界熱量 と限界時間 の関係が与えられる．なお，この場合の は，複数の材料から構
成される壁体もしくは扉全体を一つの部材と見た場合の総体的な限界値として定義される． 












ρρ −=Ψ  (2-123) 
ここで， は燃え抜けが始まる前の部材密度である． 0,Mρ
欠損率 を用いれば，部材上に新たに形成される開口の面積が次式より計算できる． Ψ
  (2-124) MD AA ⋅Ψ=
なお，燃え抜けによる欠損は，図 2-15 に示すように，面材の重心を中心として，長手，短手方






+≅ 2  (2-125) 
と計算する．ただし，B は開口幅，H は開口高さである． 
 





























B  ：開口幅（m） 
Pc  ：気体の定圧比熱（=1.0 kJ/kg・K） 
WC  ：風圧係数（-） 
g  ：重力加速度（=9.8 m/s2） 
h  ：対流熱伝達率（kW/m2・K） 
H  ：開口高さ（m） 
bH  ：地表面からの開口下端高さ（m） 
uH  ：地表面からの開口上端高さ（m） 
FH∆  ：可燃性ガスの燃焼熱（=17000 kJ/kg） 
OH∆  ：酸素の燃焼熱（=13100 kJ/kg） 
Mk  ：区画境界部材の熱伝導率（kW/m・K） 
ML  ：部材の燃え抜け潜熱（kJ/kg） 
VL  ：水分の蒸発潜熱（kJ/kg） 
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m&  ：開口流量（kg/s） 
Fm&  ：可燃物の熱分解に伴う可燃性ガスの供給速度（kg/s） 
Vm ′′&  ：単位面積あたりの水分蒸発速度（kg/m2・s） 
N  ：計算ステップ数（-） 
p  ：圧力（Pa=N/m2） 
∞p  ：大気圧（=1.013×10
5 Pa） 
0p  ：大気圧 に対する地表面相対圧力（Pa） ∞p
p∆  ：圧力差（Pa） 
q ′′&  ：入射熱流束（kW/m2） 
Dq ′′&  ：開口を経由して伝達される熱流束（kW/m2） 
efq ′′&  ：噴出火炎から伝達される熱流束（kW/m2） 
igq ′′&  ：可燃物の着火限界熱流束（kW/m2） 
Mq ′′&  ：区画境界部材へ入射する熱流束（kW/m2） 
standardq ′′&  ：ISO834 標準加熱を加えた際に部材へ入射する熱流束（kW/m2） 
BQ&  ：区画内での発熱速度（kW） 
crQ ′′  ：燃え抜け限界熱量（kJ/m2） 
DQ&  ：開口を経由した輻射失熱速度（kW） 
FQ&  ：可燃物への失熱速度（kW） 
MQ&  ：区画境界部材への失熱速度（kW） 
∑ LQ&  ：式(2-19)で定義される区画内ガスから失熱熱速度（kW） 
R  ：気体定数（=0.287 kJ/kg・K） 
t  ：時間（sec, min） 
crt  ：部材の燃え抜け時間（min） 
t∆  ：計算の刻み間隔（s） 
T  ：温度（K） 
crMT ,  ：部材の燃え抜けが発生する下限温度（K） 
PT  ：可燃物の熱分解温度（K） 
standardT  ：ISO834 標準加熱に基づく耐火炉内温度（℃） 
∞T  ：外気温度（℃） 
∞U  ：市街地風の基準風速（m/s） 
V  ：区画体積（m3） 
Fw  ：可燃物密度（kg/m
2） 
x∆  ：部材熱伝導計算における格子間隔（m） 
Y  ：気体中に含まれる化学種の質量分率（-） 
z  ：地表面からの鉛直方向高さ（m） 
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NZ  ：地表面からの中性帯高さ（m） 
ギリシャ文字 
α  ：火災成長率（kW/s2），開口流量係数（=0.65 (-)） 
Fα  ：燃焼面積の拡大に換算した火災成長率（m2/s2） 
γ  ：供給される酸素の余剰率（-） 
Γ&  ：化学種の生成速度（kg/s） 
M∆  ：部材の厚み（m） 
ε  ：輻射率（-） 
θ  ：風速ベクトルと壁面の外向き法線ベクトルのなす角（rad） 
ρ  ：密度（kg/m3） 
σ  ：ステファン・ボルツマン定数（5.67×10-11 kW/m2・K4） 












( )’ ：平均値からの変動 
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−−−+−= ∑∑ ,,, &&&&  (2-35) 
ただし， は発熱速度，∑ は失熱速度， は気体の定圧比熱，BQ& LQ& Pc ρ は気体密度，V は区画体
























3  (2-36) 
ここで，N は計算ステップ数，Δt は時間刻みである． 
火災室ガスの場合には，熱源の形状が開口部に一致し，かつ開口部全面にわたって温度は一
定とみなすことができる．このとき，開口部から放出される輻射熱流束 Rq ′′& は，区画内ガスを黒
体とみなすと次のように計算できる． 




ここで，図 3-1 に示すような輻射面 R と受熱面 L を考え，R から見た L の形態係数を とお
くと，R から L へ伝達される熱量 は次のように表される． 
RLF
RLQ&





















図 3-1 受熱面と輻射面の間の形態係数 
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ただし，受熱面 L は灰色体とし，物体の吸収率 a が輻射率ε に等しいものとする．普通，市街
地上には複数の輻射面が存在するので，受熱面 L へ入射する輻射熱量の合計は上式(3-2)を輻射
面の数 N だけ足し合わせた次式で計算できる． 
 ( ) RLRRLRL FAqQ ′′= && ε  (3-3) 
また，形態係数の相反則によると，輻射面 R から見た受熱面 L の形態係数 と，受熱面 L か
ら見た輻射面 R の形態係数 の関係は， 
RLF
LRF



















,,&& ε  (3-6) 


































図 3-2 形態係数算出のながれ 
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ββ  (3-8) 
図 3-2 は形態係数算出の手順を示したものである．まず，計算の対象となる 2 つの面の法線
ベクトル n を立ち上げておき，面を計算単位となる微小面素 A∆ （ここでは計算上の取り扱いが
容易な方眼セルとする）にそれぞれ分割する．次に，受熱面上の面素 から輻射面上の面素
へ走査線（単位ベクトル a）を伸ばし，この長さ s と，a との法線ベクトル n との方向余弦
LA∆
RA∆







































図 3-3 ノード座標の設定と壁面の法線ベクトル 

















(2) 2 平面間の距離と方向余弦 
形態係数の計算式(3-8)に含まれる 2 平面間の距離 s は，受熱面素の重心を ，輻射面素の重
心を とおくと次のように表すことができる．  
LP
RP
 RL PPs =  (3-10) 
このとき，受熱面上の面素 から，輻射面上の面素 への走査線ベクトル a は，ベクトルLA∆ RA∆
RL PP の単位ベクトルに他ならないので次のように表される． 
 
s
PP RL=a  (3-11) 
ここで，法線ベクトル n と走査線単位ベクトル a の内積が， 
 βcosanan =⋅  (3-12) 
と表されることに着目すると，式(3-11)に示される a を利用して，形態係数の計算式で必要とな




















anβ  (3-13) 
ただし，n = ( )，a= とした． 321 ,, nnn ( 321 ,, aaa )
(3) 遮蔽判定 
受熱面素 と輻射面素 との間の遮蔽面の有無を判定するには，まず，受熱面素 から
該当する面 までの距離 を計算する．図 3-4 に示すように，距離
LA∆ RA∆ LA∆
R′ s′ s′が式(3-10)で表される面
素間の距離 s より短ければ，対象面 R′は走査線を遮蔽している可能性がある．ここで，受熱面
素 からの走査線と対象面の交点をLA∆ P ′とすると， 
 asPPL ′=′        (3-14) 
このとき，対象面 上の任意のノードをR′ 1P′で表すと， R′上のベクトル PP ′′1 は， 
 3.2 火災建物からの輻射による熱伝達 57 
 asPPPP L ′−′=′′ 11        (3-15) 
となるが，これは対象面 の法線ベクトルnR′ ′と直交する．すなわち， PP ′′1 とn の内積は， ′
 ( ) 011 =′′⋅′=′′⋅′ ann s-PPPP L        (3-16) 





′⋅′=′ 1PPs L        (3-17) 
この結果を用いて距離 s ならびに の長短を比較することができる． s′
なお，以上の操作で求まる は，計算上，対象面s′ R′を含む無限平面との距離である．図 3-4
における走査線ベクトル と の違いからも分かるように，交点1a 2a P ′が対象面の内部に含まれ
るか否かの確認は別に行う必要がある．そこで，対象面 R′がノード iP′（i=1~4）から構成され



















































図 3-5 走査線ベクトルと遮蔽面の交点 
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 41211 PPtPPtPP BA ′′+′′=′′  (3-18) 
と表されることに留意する（図 3-5）．このとき，実数 と が， At Bt
  かつ  かつ   (3-19) 1≤+ BA tt 0≥At 0≥Bt
を満たすならば，交点 P′は長方形内部に含まれることになり，走査線を遮蔽するものとみなす
ことができる．なお，式(3-18)はベクトルの 3 次元空間における位置関係を表していることから，
式中に含まれる と について 3 つの条件式が得られることになり，これらを連立させて解く










の輻射特性を反映させた代表点 X で表す．代表点 X から等距離の面を通過する総輻射エネルギ
ーが，輻射源から単位時間当たりに放出される熱エネルギー に等しいとみなせば，熱源から

































図 3-6 噴出火炎から上階ならびに隣接する建物に伝達される輻射熱流束 
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ただし， は熱源表面全体にわたって熱流束を積分することで次のように計算できる． RQ&
































































だし， は気流中心軸上の温度上昇， は基準温度，mT∆ ∞T ξ は気流軸上の高さ，H は開口高さ，
は中性帯高さである．また， は次のように定義される無次元発熱速度である． NZ
*Q′













































図 3-7 噴出火炎から放出される輻射熱 
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図る．ただし，このときの火炎幅は開口幅 B に等しく，高さは開口上端高さ から軸上の温
度上昇が 300K となる高さ までとする．火炎上端高さの温度上昇を 300K とする理由は，建
物火災において代表的な可燃物である木材の引火温度が 300℃程度となるためである[3]．なお，




ufH , mT∆ ξ が得















T  (3-24) 
ここで， （= K）， はそれぞれ火炎面の上端温度，下端温度である．このとき，
火炎面から放出される熱エネルギーは，式(3-21)にしたがって次のように表される． 
ufT , 300+∞T bfT ,
 ( )bfuffR HHBTQ ,,42 −⋅= σ&  (3-25) 
ただし，火炎面の両側から熱が放出されることを考慮して右辺は 2 掛けしてある． 
受熱面との距離を算出する際の基準となる火炎の代表点 X の位置は，開口上端 O に対する相




,, −+=  (3-26) 
ここで，L は噴出火炎の気流軸と開口部上方にある壁面との離隔距離，n は壁面の外向き法線ベ
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大きく二つに分類できる．この判別には次の関係式を用いる． 
 32.0033.0 * += F
B
Lx  (5-111) 










uF  (3-27) 
ただし， は開口面での最大噴出速度である．このとき， が 0.7B 未満であれば付着が起こ
り，逆に 0.7B 以上であれば付着が起こらないとの結果が得られており，このことを踏まえて，
ここでは離隔距離 L を次のように計算する． 
0u xL























































































rT  (3-30) 
































































図 3-8 熱気流による風下建物周りの外気温上昇 




は，図 3-8 に示すような火災区画を原点 O とした 3 次元座標系を導入し，原点 O に対する受熱
区画の位置ベクトル Q，Q から気流軸へ下ろした垂線の足を P と置く．このとき，原点 O から
P までの距離が軸上高さ
)(rT∆
ξ ，P から Q までの距離が気流軸からの距離 r となる． 
3 次元座標系において，市街地風の単位風向ベクトルが U= ( )αα sin,cos ，気流軸の傾きがθ





















T  (3-33) 
このとき，受熱区画 Q から気流軸に下ろした垂線の足の位置ベクトル P は，  
 TP ξ=  (3-34) 
となるが，方向ベクトル T と，P から Q に至るベクトル Q-P は直交する．直交する 2 つのベク
トルの内積は 0 となるので， 
 ( ) ( ) 0=⋅−=⋅− TTQTPQ ξ  (3-35) 









++=⋅= qqqTQ  (3-36) 
このとき，受熱区画の位置ベクトル Q の座標成分を ( )321 ,, qqq とした．  
一方，気流軸から受熱建物までの距離 r= PQ − は， 
















図 3-9 火災建物から風下側にある建物の識別 
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と表されるが，ここに，式(3-34)，(3-36)の関係を代入すると，r が次のように得られる． 





置ベクトル Q のなす角 γ が 90°以下である場合には，受熱建物火災建物の風下側にあると判断
できる．これは，なす角 γ の方向余弦 γcos が 0 以上であることに置き換えることができ，火災
建物の風下側にある建物の識別条件が次式のように表される． 









まず，発熱速度がそれぞれ ， の 2 つの異なる火源 A と B を考えると，式(3-29)よりそれ












24 −⋅=∆ BBB QT ξ&  (3-41) 
のように計算できる．また，別の火源 C を考え，この発熱速度がちょうど火源 A と B の発熱
速度の和 + である場合，軸上温度上昇 は次のようになる． AQ& BQ& CT∆
 ( ) 353224 −+⋅=∆ CBAC QQT ξ&&  (3-42) 
ここで，図 3-11(A)に示すように火源 A と B が十分近くに位置する場合においては，火源 A と B
の集合は近似的に火源 C と同等とみなせる．すなわち，式(3-40)～(3-42)において = = =Aξ Bξ Cξ ξ
とみなせるから，式(3-40)，(3-41)を式(3-42)に代入してξ を消去すると， 
 ( ) 322323 BAC TTT ∆+∆=∆  (3-43) 
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これは，個々の熱気流の温度上昇を重ね合わせることによる，複数の熱気流の影響を考慮した
温度上昇ΔT を与える関係式とみなすことができる．なお，上式(3-43)の関係は必ずしも熱気流













iTT  (3-44) 


















































(A) = の場合       (B) の場合 Aξ Aξ BA ξξ <<
図 3-11 熱気流による温度上昇の重ね合わせ 


















火の粉が座標 の位置にある建物に対して起こす延焼は，（1）火の粉 が まで運搬さ
れ，（2）落下した場所に可燃物があり，（3）火の粉 がこれを着火させる，という過程により
表すことができる．このとき，各事象を ， ， とおくと，延焼が引き起こされる確率
はこれらの事象が連続的に発生する確率と考えることができるので，  
)~1( Ni =
),( YX i ),( YX
i
iBE , iFE , iIE ,
iSp ,





iFE , iBE ,
iIE , iFiB EE ,, ∩ iSp ,






)|( ,, iBiF EEp





)|( ,,, iFiBiI EEEp ∩
α を定
数とすることで式(3-47)を次のように表すことにする． 
  )( ,, iBiS Epp ⋅=α )~1( Ni =  (3-48) 
 
3.4.2 火の粉の飛散分布確率 




′ X 軸）方向の飛散分布確率 は対数正規分布，風向と直角な
（
XBp ,








































YB σσπ  (3-50) 
ただし， と はそれぞれ火源からの距離XL,µ XL,σ X に代えて X の自然対数 Xln を変数とした場
合の飛散距離の平均値と標準偏差， は主流と直角なYσ Y 軸方向の飛散距離の標準偏差である．

























図 3-12 火の粉の飛散分布確率 
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  (3-51) YBXBB ppEp ,,)( ⋅=
上記の関係から飛散の具体的な分布を知るには， ， ， を上式(3-49)～(3-51)に代入
すればよい．第 6 章にまとめた結果によると，飛散分布の X 軸方向，ならびに Y 軸方向の平均
XL,µ XL,σ Yσ


































このうち， については，この値をそのまま利用できるが，X 軸方向の ， については，
自然対数
Yσ Xµ Xσ





































ただし，上式(6-133)，(6-134)において， *B は支配無次元数であり，無次元風速 gDU ∞ ，無





































ρ &  (3-53) 
と定義される．ここで，D は火源の代表長さであり，計算上は区画床面積の平方根 floorA とお
くことにする．また， は火の粉の比重， は火の粉の厚みを表している． Pρ Pd
3.4.3 火の粉の落下地点 
ところで，上式(3-51)で表される分布確率 は，火災建物を原点とした座標系 -XYZ を
基準に表してあるため，これが一般に市街地全体の座標系 O-xyz と一致するとは限らない．そ
こで，火災建物O から放出された火の粉が落下する位置を B とし，この位置座標を O-xyz 系を
基準にして表すことを考える．まず，両座標系が図 3-13 に示すような位置関係にある場合，基
準座標原点 O から見た点 B の位置ベクトル
)( ,iBEp O ′
′
OB は次のように表すことができる． 
 BOOOOB ′+′=  (3-54) 
ここで，O-xyz 系の軸方向単位ベクトルを ， ， ，Oxe ye ze ′ -XYZ 系のそれを ， ， とおくXe′ Ye′ Ze′
 3.4 飛び火による建物間の延焼 69 
と，O-xyz 系から見た B 点の座標 ，O-xyz 系から見た),,( BBB zyx O ′点の座標 ，O),,( OOO zyx ′ -XYZ
系から見た B 点の座標 の関係は，上式より， ),,( BBB ZYX

























































































































































































































図 3-13 座標原点から見た火の粉の飛散地点 










数 が火災区画の発熱速度 に比例するものと考え，これを次のようにモデル化する． BN& BQ&





















る地点 に落下した火の粉が延焼を引き起こす確率),( YX α を導入すると，火の粉の飛散する場
所がどこであれ，実際に延焼を起こす火の粉の数が次のように表される． 




















  (3-61) PPPP Adm ρ=






































と書き直されることに注意すると， をここに代入することで，PPdρ *B を計算することが出来




表 3-1 火災実験の条件[10] 
試験建物 
 




モルタル 瓦 畳 
0~12（盛期時は 5.5 程度） 


































図 3-14 火災建物から放出される火の粉の投影面積 
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3.5 まとめ 























a  ：面素間の単位走査線ベクトル（m） 
floorA  ：開口面積（m
2） 
A∆  ：壁面を分割した際の面素の面積（m2） 
B  ：開口幅（m） 
*B  ：火の粉の飛散性状を規定する無次元数（-） 
Pc  ：気体の定圧比熱（=1.0 kJ/kg・K） 
Pd  ：火の粉の厚み（m） 
D  ：火災建物の代表長さ（m） 
xe ， ，  ：座標軸 O-xyz の各軸方向の単位ベクトル（m） ye ze
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Xe′ ， ，  ：座標軸 O’-XYZ の各軸方向の単位ベクトル（m） Ye′ Ze′
E  ：確率事象 
ijF  ：面 i から見た面 j の形態係数（-） 
g  ：重力加速度（=9.8 m/s2） 
H  ：開口高さ（m） 
bfH ,  ：噴出火炎面の下端高さ(m) 
ufH ,  ：噴出火炎面の上端高さ(m) 
FH∆  ：可燃性ガスの燃焼熱（=17000 kJ/kg） 
Tl  ：熱気流による温度上昇の半値幅（m） 
L  ：噴出火炎気流軸の壁面からの離隔距離（m） 
m&  ：開口流量（kg/s） 
Pm  ：火の粉の質量（kg） 
n  ：壁面の屋外に向いた単位法線ベクトル（m） 
BN&  ：単位時間当たりに火災建物から放出される火の粉の数（個/s） 
IN&  ：単位時間当たりに火災建物から放出される延焼を引き起こす火の粉の数（個/s） 
p  ：確率（-） 
Sp  ：飛び火による延焼の発生する確率（-） 
P  ：受熱区画から気流軸に下ろした垂線の足の位置ベクトル（m） 
Rq ′′&  ：噴出火炎から伝達される熱流束（kW/m2） 
Q&  ：火災室から単位時間あたりに放出される熱量（kW） 
Q′&  ：火災室から単位時間・単位長さあたりに放出される熱量（kW/m） 
BQ&  ：区画内部の発熱速度（kW） 
RQ&  ：噴出火炎から単位時間あたりに放出される輻射エネルギー（kW） 
*Q  ：無次元発熱速度（-） 
Q  ：受熱区画の位置ベクトル（m） 
r  ：熱気流の気流軸からの距離（m） 
s  ：面素間の距離（m） 
t  ：時間（s） 
T  ：温度（K） 
bfT ,  ：噴出火炎面の下端温度（K） 
ufT ,  ：噴出火炎面の上端温度（K） 
∞T  ：外気温度（℃） 
mT∆  ：噴出火炎もしくは熱気流の気流軸上の温度上昇（K） 
T  ：熱気流の気流軸の単位方向ベクトル（m） 
∞U  ：市街地風の基準風速（m/s） 
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U  ：市街地風の風速ベクトル（m/s） 
V  ：区画体積（m3） 
Y  ：気体中に含まれる化学種の質量分率（-） 
NZ  ：地表面からの中性帯高さ（m） 
ギリシャ文字 
α  ：市街地風と地表面上に設定した座標軸とがなす角（rad），飛び火に関連する係数（-） 
β  ：面素間を繋いだ線分と面の法線のなす角（rad），飛び火に関連する係数（-） 
γ  ：風速ベクトルU と受熱区画の位置ベクトルQ のなす角（rad） 
ε  ：輻射率（-） 
θ  ：風速ベクトルと壁面の外向き法線ベクトルのなす角（rad），熱気流の傾き（rad） 
π  ：円周率（-） 
µ  ：火の粉の飛散分布の平均（m） 
ξ  ：火源から気流軸上の高さ（m） 
ρ  ：密度（kg/m3） 
Pρ  ：火の粉の密度（kg/m3） 
∞ρ  ：外気の密度（kg/m3） 
σ  ：ステファン・ボルツマン定数（5.67×10-11 kW/m2・K4），火の粉の飛散分布の分散（m） 














( )’ ：単位長さあたり 
( )” ：単位面積あたり 
(・) ：単位時間あたり 
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関根[3], Thomas et al. [4]は区画火災実験などの結果を踏まえ，盛期火災時における可燃物の質
量減少速度 と区画の換気因子Fm& HA （A：開口部面積，H：開口高さ）の関係が次のように
表せることを示した． 




その後，大宮ら[5]は，盛期火災時における単位面積あたりの質量減少速度 （=Fm ′′& FF Am& ）
が換気因子 HA を可燃物表面積 で除した変数χ=FA FAHA （燃焼因子）によって整理され
ることを区画模型実験により確かめ，従来の換気支配型火災に限定された関係式(4-2)を，燃料
支配型火災にまで対応させた実験式として次のように導いている． 















ここで，χ≦0.07 が換気支配型火災に該当し， HA に比例して質量減少速度 が大きくなる．
一方のχ≧0.07 は燃料支配型火災に対応し，
Fm ′′&
HA の増大とともに次第に は減衰し，最終的Fm ′′&









 HAmA 5.0≅&  (4-4) 
と近似される点に着目する[6]．これは，質量減少速度式(4-3)と同じく盛期火災に成立する関係
式であり，やはり換気因子 HA を変数として含んでいる．この関係を式(4-3)に代入し，使用























&  (4-5) 









  (4-6) BnetF Qqm &&& ∝′′∝
このとき，換気支配型の火災であれば， は空気の流入速度 に比例するので， BQ& Am&























Am ′′& FA Am& を新たな変数 = / に置き換えると， Om ′′& Om& FA
































































図 4-1 可燃物の質量減少速度式 
 
4.3 炭化層の形成を考慮した非定常的燃焼モデル 






















(I) 着火に至るまでの温度上昇期（図 4-2） 
(II) 熱分解期（図 4-3） 












































∂ α  (4-11) 
ここで，T，α（= ck ρ ），k，ρ ，c はそれぞれ部材の温度，熱拡散率，熱伝導率，密度，比熱，
t は時間であり，下付き文字の F，C はそれぞれ未燃層と炭化層であることを表している．また，



















(A) Fδ < L の場合 (B) Fδ = L の場合 




































(A) ∞δ + Cδ + Fδ <L の場合    (B) ∞δ + Cδ + Fδ =L の場合 


















図 4-4 表面燃焼期 




速度（質量減少速度） は， を可燃物の熱分解潜熱として次のように表される． Fm ′′& PL
 





m CC δδδδ +=+= ∞∞
∂∂−−∂∂−=′′&  (4-12) 
火災時に可燃物となる木材表面に形成される炭化層は，ほとんど炭素だけからできている固
体燃料であるが，これが外部からの加熱を受けると，主に表面燃焼によって反応を継続する．
一般に表面燃焼に伴う単位面積あたりの質量減少速度 Sm ′′& は，部材表面付近の酸素分圧 に比
例することが知られている[例えば 15,16]．すなわち， 
Op
 OS pm ∝′′&   (4-13) 
であるが，ここで が，酸素の質量分率 ，気体密度Op OY ρ ，気体定数 R，温度 T を用いて， 










Ym &&  (4-15) 










































ここで， は可燃物への正味の入射熱流束， は基準温度である．なお は， を火炎お
よび区画内ガスからの熱流束，
netq ′′& ∞T netq ′′& Fq ′′&
σ をステファン・ボルツマン定数， ， をそれぞれ可燃物表
面の輻射率，対流熱伝達率として次式より計算する． 
Sε Sh
 ( ) ( )[ ]∞∞ −+−−′′≡′′ TThTTqq SSSSFnet 44σε&&  (4-17) 
その後も加熱が継続すると，部材内部の温度浸透厚さ が徐々に大きくなり，図 4-2(B)に示
































































さらに加熱が進み，図 4-3(B)に示すように温度浸透厚さ + + が部材厚さ L を上回るよう
になると境界条件は次のようになる． 
∞δ Cδ Fδ


















































































さにより変化する境界条件に応じて求めることとする．図 4-2~図 4-4 からも分かるように，場
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を代入して解くことで，保有熱量が不変であることを満足させる．こうすることで，温度分布
の時間変化を求めるための常微分方程式が得られる． 
(I-A) 着火に至るまでの温度上昇期 （ の場合） LF <δ
まず，温度浸透厚さ が部材厚さ L より小さい場合について考える．A，B，C を係数とし，



















































dc Fδρ  (4-26) 
ここで，左辺は可燃物内の熱量変化，右辺は可燃物表面での通過熱流束である（図 4-6(A)）．た





























図 4-5 プロファイル法による近似解の導出手順 









244& )  (4-28) 
となる．上式(4-28)に含まれる変数のうち未定なのは だけなので，これを解くことで は求






  ( )( ) SSSSeff hTTTTh +++= ∞∞22σε  (4-29) 
と定義し，式(4-28)の右辺を次のように表す． 











(I-B) 着火に至るまでの温度上昇期 （ の場合） LF =δ
次に，温度浸透厚さ が部材厚さ L に等しくなった場合について考える．ここでも <L の





























(A) <L の場合            (B) =L の場合 Fδ Fδ
図 4-6 温度上昇期における単位時間当たりの温度分布の変化 
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次のように書き直される． 




LxTTTT LSLF  (4-33) 
ただし，部材表面温度 と部材裏面温度 は既知ではないので別途求める必要がある．まず，



































2 −−= α  (4-35) 
また， <L の場合と同様の手順に従って総合熱伝達率 を求めれば，部材への正味の入射












′′+⋅+⋅= ∞ &  (4-36) 
(II-A) 熱分解期 （ の場合） LFC <++∞ δδδ
まず，温度浸透厚さ + + が部材厚さ L より小さい場合について考える．A’，B’，C’を
係数とし，炭化層内の温度分布 を次の 2 次関数で近似する． 
∞δ Cδ Fδ
CT












⎧ +−′= ∞∞ δ
δδ
δ
δδ 2  (4-37) 
境界条件式(4-21)に上式(4-37)を代入して，係数が境界条件を満たすように書き直せば，炭化層
内の温度分布は次のように表される． 
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( )


























































































13&  (4-40) 
ただし，簡単のため， dtqd net′′& =0 とみなした． 
一方，未燃層内の温度分布 については，A，B，C を係数として，  FT












⎧ ++−= ∞∞ δ
δδδ
δ
δδδ 2  (4-41) 
境界条件式(4-19)に上式(4-41)を代入して，係数が境界条件を満たすように書き直せば， 










δδδ  (4-42) 
ここで，熱分解期において温度浸透厚さ + + が部材厚さ L より小さい場合の未燃層内の
熱収支は，境界条件(4-19)を考慮して， 
∞δ Cδ Fδ



























∞∫  (4-43) 

























(A) ∞δ + Cδ + Fδ <L の場合            (B) ∞δ + Cδ + Fδ =L の場合 




d C ∞+ δδ
( )
dt
d FC δδδ ++ ∞

















単位面積あたりの質量減少速度 が次のように計算できる． Fm ′′&
 





























′′=+∞ &  (4-46) 







δ ′′=∞ &  (4-47) 
(II-B) 熱分解期 （ の場合） LFC =++∞ δδδ



























LxTTTT δ  (4-49) 
熱分解期において温度浸透厚さ + + が部材厚さ Lに一致する場合の未燃層内の熱収支は，∞δ Cδ Fδ
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境界条件(4-20)を考慮すると次のように表すことができる． 

























∞∫  (4-50) 
ただし，右辺第 1 項，第 2 項はそれぞれ未燃層の上面（熱分解面）での通過熱流束，ならびに
熱分解面の移動に伴う保有熱量の変化を表している（図 4-7(B)）．ここに，仮定した温度プロフ









































&  (4-52) 
(III) 表面燃焼期 
最後に炭化層のみが残存する表面燃焼期について考える．これまでと同様に，A’，B’，C’を




































図 4-8 単位時間当たりの温度分布の変化（III） 
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ここで，境界条件式(4-23)を考慮すると，表面燃焼期における炭化層内の熱収支は， 
























δ  (4-55) 


































′′+⋅+⋅= ∞ &  (4-57) 
 





験片は最低 7 日間，50℃に保たれた真空乾燥器内に保管された．試験片は厚さ 0.051mの断熱材
を挟んで加熱台に固定され，コーンカロリー計により 20，40，60 kW/m2の輻射熱が加えられた．
コーンカロリー計は，直径 0.61m，高さ 1.70mの円筒状区画で囲われ，内部へは 25℃の窒素が
7.67 s-1供給され続けた．  
 
表 4-1 可燃物モデルの入力条件 
CF kk ,  未燃層，炭化層の熱伝導率 0.15×10-3, 0.4～1.2×10-3 [kW/(m･K)] 
CF ρρ ,  未燃層，炭化層の密度 500, 100 [kg/m3] 
CF cc ,  未燃層，炭化層の比熱 1.8, 1.3 [kJ/(kg･K)] 
TP 熱分解温度 573[K] 
LP 熱分解潜熱 1700[kJ/kg] 
ΔHO 酸素の反応熱 13000[kJ/kg] 
ΔHF 未燃ガスの反応熱 12600[kJ/kg] 
ΔHS 炭素残渣の反応熱 32000[kJ/kg] 
∞′′ ,Sm&  基準表面質量減少速度 0.001[kg/(m2･s)] 


















も，炭化層の熱伝導率 を 0.40，0.80，1.20kW/(m・K)と 3 通りに変化させた． Ck























加熱を加えた場合と同様，加熱開始直後の Fm ′′& のピークが捉えられた．ただし，加熱が強くなっ
















































































































(C) 60 kW/m2の加熱を加えた場合 
図 4-9 部材加熱時間と単位面積あたりの質量減少速度の比較（その 1） 
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試験片には，受熱面が 0.096×0.096 m2の正方形，厚さが 0.05mのベイマツが使用された．加
熱実験に先立ち，試験片は，相対湿度 50%，温度 20℃の乾燥器内に保管された．加熱前の試験
片の含水率は，平均して 8~10%であった．試験片は非加熱面を一層のアルミ箔で覆われた上，




可燃物への入射熱流束 は，火炎からの熱流束をFq ′′& flq ′′& =35 kW/m2 [14]とし，総入射熱流束を





えた 0.80kW/(m・K)を採用した．その他の条件は表 4-1 に同じである． 
ここでは実験結果だけでなく，基礎方程式(4-10)，(4-11)を有限差分法により解いた結果も比
較に利用する．ただし，有限差分法により解を求める場合には，熱分解が熱分解温度 を中心
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図 4-10 部材温度と熱分解に伴う密度変化の関係 
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より計算できる．ただし，q は分割した格子に入射する正味の熱流束，Δx は格子間隔である． ′′&
(3) 計算結果との比較 






その後しばらくの間， はほぼ一定の値を示したが，実験値は加熱開始 20 分を経過したあ










































































図 4-12 熱分解潜熱をLP=255kJ/kgとした場合の質量減少速度の比較 






















実験では，一面に開口を有する直方体の区画模型(高さ 1.1m×幅 1.1m×奥行き 1.8m，厚さ
0.05m パーライトボード)が使用された．模型の構成材料であるパーライトボードの物性値を表
4-2 に示す．可燃物には，105℃で 3 日間養生された平板木材(W1，W2)とクリブ木材(W3)が使









の初期着火源 には，次に示すt0Q& 2-火源を用いた． 
  (4-60) 20 tQ α=&
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ただし，火災成長係数αは計算結果が実験結果に最も一致するように調整し，α=0.02[-]を採用
した．なお，初期火源の発熱が盛期火災時における燃焼性状に影響が及ばないよう，可燃物が











∞′′ ,Sm& 2･s)と調整した． 
 
表 4-2 区画模型の材料(パーライトボード) 
Wρ  密度 750[kg/m3] 
Wk  熱伝導率 0.202×10-3[kW/(m･K)] 
Wc  比熱 1.1[kJ/(kg･K)] 
WL  厚さ 0.05[m] 
 
表 4-3 可燃物条件 
タイプ W1(平板) W2(平板) W3(クリブ) 
材種 杉 杉 蝦夷松 





表面積 1.33m2 2.41m2 2.62m2

















(a) W1                    (b) W2                    (c) W3 
図 4-13 実験時に模型内部に配置された可燃物 
 
表 4-4 開口形状条件 
開口幅 B [m] 開口上端高さHu[m] 開口下端高さHb [m] 
0.2, 0.3, 0.4, 0.5,  
0.6, 0.7, 0.8, 0.9 
0.3, 1.0 0.0 














内部の発熱速度も大きくなる．このため，χが大きくなるに従って可燃物への入射熱流束 netq ′′& が
増大し，質量減少速度 も増加する結果が得られた．逆にχ≧ 0.07mFm ′′& 1/2の燃料支配型火災では，
Aが大きくなり，χが増加するに従って， Fm ′′& は減少する結果が得られた．燃焼支配型火災では，
区画内の発熱が可燃性ガスの供給速度に依存するため，Aの拡大に伴う流入空気量の増加による
発熱の増加は起こらなかった．むしろ，Aが大きくなることにより，換気や輻射による失熱が大










FA Fm ′′& を大きく見積もってしま
ったものと考えられる． 
4.4.4 着火から終息までの区画内温度変化 
平板木材を用いた実験 W2（開口幅 B=0.4m，開口高さ H= 0.3m）における，着火から終息に
至るまでの区画内温度の推移を示したものが図 4-15 である．実験値は，開口側およびその反対 





模型実験では加熱開始から 18 分前後，定常モデルでは 36 分前後，非定常モデルでは 22 分前後
に温度の低下が始まっており，計算により燃焼継続時間が長く見積もられる結果となった．こ

























































































(C) 実験 W3 との比較 
図 4-14 盛期火災時における可燃物の質量減少速度の比較 






















































表 4-5 定常モデルと非定常モデルの比較 
 利便性 信頼性 拡張性 
定常モデル ◎ ◎ ○ 
非定常モデル △ △ ◎ 




























A  ：開口面積（m2） 
FA  ：可燃物表面積（m
2） 
B  ：開口幅（m） 
Pc  ：気体の定圧比熱（=1.0 kJ/kg・K） 
effh  ：可燃物表面の総合熱伝達率（kW/m・K） 
Sh  ：可燃物表面の対流熱伝達率（kW/m・K） 
H  ：開口高さ（m） 
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FH∆  ：可燃性ガスの燃焼熱（kJ/kg） 
OH∆  ：酸素の燃焼熱（kJ/kg） 
SH∆  ：炭素残渣の反応熱（kJ/kg） 
Ck  ：炭化層の熱伝導率（kW/m・K） 
Fk  ：未燃層の熱伝導率（kW/m・K） 
L  ：板状可燃物の厚さ（m） 
PL  ：可燃物の熱分解潜熱（kJ/kg） 
Am&  ：空気の供給速度（kg/ s） 
Am ′′&  ：単位可燃物表面積あたりに供給される空気の供給速度（kg/m2・s） 
Fm&  ：質量減少速度（kg/ s） 
Fm ′′&  ：単位面積あたりの質量減少速度（kg/m2・s） 
Om&  ：酸素の供給速度（kg/ s） 
Om ′′&  ：単位可燃物表面積あたりに供給される酸素の供給速度（kg/m2・s） 
Sm&  ：表面燃焼速度（kg/ s） 
Sm ′′&  ：単位面積あたりの表面燃焼速度（kg/m2・s） 
∞′′ ,Sm&  ：単位面積あたりの基準表面燃焼速度（kg/m2・s） 
Fq ′′&  ：火炎および区画内ガスから可燃物へ伝達される熱流束（kW/m2） 
netq ′′&  ：可燃物へ入射する正味の熱流束（kW/m2） 
BQ&  ：区画内の発熱速度（kW） 
R  ：気体定数（=0.287 kJ/kg・K） 
t  ：時間（s） 
T  ：温度（K） 
CT  ：炭化層内部の温度（K） 
FT  ：未燃層内部の温度（K） 
LT  ：板状可燃物の裏面温度（K） 
PT  ：可燃物の熱分解温度（K） 
ST  ：板状可燃物の表面温度（K） 
∞T  ：外気温度，基準温度（℃） 
x  ：板状可燃物内に設定される座標軸（m） 
OY  ：気体中に含まれる酸素の質量分率（-） 
ギリシャ文字 
Cα  ：炭化層の熱拡散率（m2/s） 
Fα  ：未燃層の熱拡散率（m2/s） 
Cδ  ：板状可燃物内の炭化層厚さ（m） 
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Fδ  ：板状可燃物内の温度浸透厚さ（m） 
∞δ  ：表面燃焼に伴う板状可燃物内の表面位置の降下幅（m） 
Sε  ：可燃物表面の輻射率（-） 
Cρ  ：炭化層の密度（kg/m3） 
Fρ  ：未燃層の密度（kg/m3） 
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図 5-1 に無次元パラメータΘを用いて模型実験の結果を整理した例を示す．ただし，図 5-1(A)
は開口部上方に壁のない場合の結果，図 5-1(B)は開口部上方に壁のある場合の結果であり，横
軸に無次元温度Θ，縦軸に気流軸上の無次元高さz/roをとってある．この結果に対し回帰曲線を














)  (5-2) 
一方，最高温度上昇点を結んだ気流軸の軌跡については，水平方向にオリフィスを用いた噴
流実験の結果から得られた気流速度 u，鉛直方向へは温度上昇に伴う浮力を考慮して得られる





























































(A) 開口部上方に壁がない場合   (B) 開口部上方に壁がある場合 
図 5-1 無次元温度Θと無次元高さのz/ro関係[1] 






































図 5-2 気流軸の軌跡と上階および隣棟への延焼危険性 
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5.2 開口噴出火炎・熱気流に関する模型実験 
5.2.1 実験条件 






























0.0 0.191  3.38 56.1  
0.0290 0.159  4.34 47.3  
0.0367 0.140  4.37 43.4  
0.2 
0.0528 0.137  4.11 41.4  
0.0 0.230  2.57 34.5  
0.0306 0.188  3.08 34.3  
0.0354 0.184  3.37 39.5  
0.3 
エタノール 
0.0458 0.184  3.21 37.1 ○ 
0.0 0.201  1.52 18.8  
0.0281 0.259  2.06 22.9  
0.0352 0.244  2.04 23.3 ○ 0.5 
0.5 
0.0548 0.239  2.00 23.4 ○ 
0.0 0.138  2.39 23.3 ○ 
0.0310 0.108  2.15 21.6 ○ 
0.0374 0.089  2.56 26.3 ○ 0.3 
0.0525 0.083  2.90 28.0 ○ 
0.0 0.141  1.64 23.5 ○ 
0.0312 0.135  2.00 23.2 ○ 
0.0387 0.125  2.34 26.2 ○ 0.5 
0.3 
メタノール 
0.0554 0.115  2.67 28.2 ○ 
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の燃焼継続時間は全条件を平均して 31 分 21 秒となった．  
実験条件を表 5-1 に示す．ここでは，（1）開口形状，（2）給気速度，の 2 条件を変化させ，
これらの組み合わせからなる全 20 条件の下で燃焼実験を行った．開口形状については，開口幅





























































































































図 5-4 区画模型の開口部から噴出する火炎の様子 
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向中心を原点とし，開口と垂直に x 軸，鉛直上方に z 軸，開口幅方向に y 軸をとる．まず，区
画内温度は模型内部の給気側，中心，開口側の 3 ヶ所，天井下 50mm の位置を始めとして z 方
向に 50mm 間隔で 2 点，さらに 100mm 間隔で 6 点の計 8 点にシース熱電対（φ1.6mm）を設置
して測定した．開口部の温度分布についてもシース熱電対（φ1.6mm）を用いることとし，開
口の幅方向中心（y=0），z 方向に 50mm の間隔で測定した．また，噴出気流温度の測定には K
型熱電対（φ1.6mm）を用いることとし，これを鉄製格子（鉛直方向 12 点×水平方向 10 点）
に固定した．このとき，x 方向には壁面から 10mm 離れた位置を始めとして，そこから 50mm
間隔で 2 点，さらに 100mm 間隔で 7 点，計 10 点を配置した．一方，z 方向には開口下端位置
















 5.2 開口噴出火炎・熱気流に関する模型実験 113 
近づくにつれて緩やかに流速が増加する結果が得られた．これをもとに得られた換算係数φを
表 5-2 に示す．換算係数φを用いる場合，開口流量 は次のように計算できる． m&
 ( )∑ ∆⋅=
i
iimim HBum ,,ρφ&  (5-4) 








































(A) 開口高さ H=0.5m の場合        (B) 開口高さ H=0.3m の場合 
図 5-5 開口幅（y 軸）方向の流速分布 
 
表 5-2 流速分布より求められた換算係数φ 
開口高さ H（m） 0.5  0.3 
開口幅 B（m） 0.2 0.3 0.5 0.3 0.5 



































図 5-6 区画模型内の質量収支 
114 第 5 章 火災室開口から噴出する火炎・熱気流の温度と軌跡 
(3) 燃料の重量減少速度 









給気速度 と燃料の質量減少速度 の関係を図 5-７に示す．給気のない条件において最も
の大きかった B=0.2m，H=0.5m の場合には， が大きくなるほど が低下する結果が得
られた．一方，給気のない条件において最も の小さかった B=0.5m，H=0.5m の場合には，
が大きくなるほど も大きくなる結果が得られた．また，給気のない条件において がそれ
らの中間にあったその他の実験条件では， が小さい場合には は低下したが， が大きく
なるにつれて も増加する傾向に転じた．結局，給気のない状態では，開口形状の変化に応
じて最大で 0.0015kg/s ほど に差があったものの，給気速度 が 0.05kg/s まで大きくなると




















































図 5-7 給気速度 と質量減少速度  0m& Fm&












図 5-8(A)には，給気により質量減少速度 が低下した B=0.2m，H=0.5m の結果，図 5-8(B)には，






結果が得られた．これは，給気によって火災室内部の圧力が上昇し，噴出時の x 方向への運動 
 
 







































































● m0=0.0(kg/s)      ・・・①
□ m0=0.0528(kg/s) ・・・②






















(A) B=0.2m，H=0.5m の場合    (B) B=0.3m，H=0.3m の場合 
図 5-8 区画への給気と気流軸の軌跡ならびに気流軸上の温度上昇 





































































(A) H=500mm の場合             (B) H=300mm の場合 
図 5-9 気流軸上の温度上昇 






































図 5-10 相似則導出の流れ 























































(A) B=0.2m, H=0.5m の場合     (B) B=0.5m, H=0.5m の場合 



























図 5-12 開口部から噴出する火炎と熱気流のモデル 








































































































































ρρ  (5-15) 













































































































wu  (5-21) 
























































































図 5-13 流速分布ならびに温度上昇分布の相似性の保存 






























































bbbb TU ≡≡ ,  (5-31) 
ここで， β は流速の半値幅と温度上昇が異なることを考慮した係数である．このとき，u なら
































ζξ  (5-32) 
さて，式(5-32)のプロファイルを境界層方程式に代入するにあたり，基礎式(5-26)～(5-29)を気
流軸に対して幅方向に－∞～ζ～∞の範囲で積分すると次のようになる． 
 [ ] 0=+ ∞∞−∞∞−∫ wdud
d ζξ  (5-33) 







∞− ∆=′′++ ζθζξ dTT
gwuwudu
d
d sin2  (5-34) 













d cos122  (5-35) 
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ただし，ζ→±∞において気流内へ巻き込まれる空気は軸上流速umに比例するものと考えると
[12]，αを比例係数として， 
 muw αζ −=±∞→lim  (5-37) 









∞− ∆= ζθζξ dTT
gdu
d
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πρ  (5-48) 
これは，噴出気流が保有するエネルギーが気流軸高さξ方向に変化しないことを表しているこ



























mm ∆≡≡≡≡ **** ,,,ξξ  (5-50) 
ただし，上付きのアスタリスク( )*は無次元数であることを表している．まず，これらを式
(5-42)～(5-44)に代入して整理すると， 
 ( ) **** 2 UUBdd παξ =  (5-51) 











θ 2  (5-53) 
また，式(5-50)の関係をエネルギー保存式(5-47)，(5-49)にも代入すると，火炎領域，熱気流領域
に関する無次元式がそれぞれ次のように得られる． 







βχαξ  (5-54) 








βχ &11***  (5-55) 
ただし，この段階で，代表長さ D，代表風速 U，代表温度 T が具体的にどのような値をとる
かは決まっていない．ここで，噴出気流の幅は気流軸高さ方向に比べて大きくは変化しないと
いう経験的事実に基づき，代表長さ D を気流の開口部における噴出幅 にとる． NZH −











































































(5-58)に表される代表値 U，T はそれぞれ次のように書き直される． 
*Q′
 ( ){ } 32*31*21 , QTTQZHgU N ′=′−= ∞  (5-60) 
結局，式(5-50)に示した各無次元数はそれぞれ， 















ξξ  (5-61) 
と表され，これらを用いて基礎式(5-51)~(5-55)を再度整理すれば，開口噴出火炎・熱気流の性状
を表す無次元式が次のように得られる． 
<質量>  ( ) **** 2 UUBdd παξ =  (5-62) 
<運動量（ξ成分）>  ( ) **2*** sin2 TBUBdd ⋅= θβξ  (5-63) 










d  (5-64) 






βχαξ  (5-65) 
<エネルギー（熱気流）>  ( ) π
βχ +−= 11*** RTUB  (5-66) 
5.3.5 次元解析による相似則の導出 
最終的に得られた無次元方程式(5-62)～(5-66)には，無次元高さ ，無次元半値幅*ξ *B ，無次元




*U *T *Q′ *Q′
一般に，噴出気流は熱源からの距離が離れるにしたがって拡散し，その範囲を拡大していく




































































































<半値幅> ξ∝b  (5-71) 
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致しなくなることも考えられた．噴出気流が 3 次元的な分布になると，2 次元的な気流に比べ
て周囲空気を連行する面積が増え，より希釈されやすくなることから，この場合の温度減衰勾



















































図 5-15 気流軸上の温度上昇 
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(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0528kg/s の場合 0m&
図 5-16 B=0.2m, H=0.5m の場合の実験結果との比較 
 



































(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0458kg/s の場合 0m&
図 5-17 B=0.3m, H=0.5m の場合の実験結果との比較 
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(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0548kg/s の場合 0m&
図 5-18 B=0.5m, H=0.5m の場合の実験結果との比較 
 



































(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0525kg/s の場合 0m&
図 5-19 B=0.3m, H=0.3m の場合の実験結果との比較 
 



































(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0554kg/s の場合 0m&
図 5-20 B=0.5m, H=0.3m の場合の実験結果との比較 
 






















































































図 5-22 温度上昇の半値幅（壁側） 












<開放側>   (r=0.82) (5-75) ξ20.004.0 +=Tb
















壁面と噴出気流を鉛直下方（-z 方向）に向かって見た様子を模式的に描いたものを図 5-23 に
示す．ここで，z 軸方向に薄い層を考え，この層の xy 平面における長方形状の噴出気流域 abcd，
噴出気流と壁との間の領域 a’b’c’d’（以下，壁面領域），さらにそれ以外の領域（以下，周辺領 
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域）をそれぞれ検査体積とみなす．噴出気流は鉛直上方（+z 方向）に周囲の空気を連行しなが
ら上昇するが，これが領域間の圧力差によるものと考えると，噴出気流域 abcd の圧力 は他
の領域の圧力 （壁面領域）， （周辺領域）より小さいと考えることができるので， 
mp
Wp ,∞ ∞p
 ，  (5-77) Wm pp ,∞< ∞< ppm
ただし，噴出気流の壁面側では空気の連行が制限される場合があるのに対し，反対側ではこう
した制限がないので， が より大きくなることは考えられず， Wp ,∞ ∞p
  (5-78) ∞∞ ≤< ppp Wm ,
すなわち，気流軸が壁面側に引き寄せられる原因は， と の差， Wp ,∞ ∞p








Em Upp ρ=−∞ ， 2,, 2
1
WEmW Upp ρ=−∞ ， 2,, 2
1
WEW Vpp ρ=− ∞∞  (5-80) 
ただし，UEは周辺領域から気流領域への流速，UE,Wは壁面領域から気流領域への流速，VE,Wは
周辺領域から壁面領域への流速である．ここで，第 1 式から第 2，3 式を引くと，各式の圧力項
が消去されて次式を得る． 

































図 5-23 開口上部壁面と噴出気流との間に生じる圧力差 
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解析の常套的な考察に基づいて軸上流速umに比例するものと考える[12]． 
  (5-82) mE uU α=
これを代入すると，式(5-81)は次のように変形できる． 
  (5-83) ( ) 2,2 ,2 WEWEm VUu +=α
ところで，壁面検査領域 a’b’c’d’において高さ（z 軸）方向の質量移動がないものとすると，領
域内の質量収支は次のように表される． 
  (5-84) WExWEy VDUD ,, 2=
ただし，Dx，Dyはそれぞれ壁面領域のx軸とy軸方向の幅である．ここで，式(5-83)，(5-84)を連
立して解くと，壁面領域a’b’c’d’の境界流速が， 












= α  (5-85) 
これは，壁面領域のアスペクト比により境界流速UE,W，VE,Wが変化することを表している．すな
わち， ≪ の場合には，境界a’d’ならびにb’c’を通過する空気量が制限されるので， ≪
となる．逆に， ≫ の場合には境界a’b’を通過する空気量が制限されるので， ≫
となる． 
xD yD WEU ,
WEV , xD yD WEU ,
WEV ,
結局，式(5-85)の境界流速VE,Wを式(5-79)，(5-80)に代入すれば，式(5-79)より， 












up αρ  (5-86) 
ただし，式中のDxは気流軸と壁面の離隔距離なので， 
  (5-87) xDx ≅
また，噴出気流の気流軸に対して直角な方向への広がりは小さいことから， 
  (5-88) BDy ≅
ただし，B は開口幅である．これらを式(5-86)に代入すると，Δp は次のように書き直すことが
できる． 










up mαρ  (5-89) 
これによると， x≫ B の場合にはΔp→0 となることで気流を引き寄せる力は生じない．これは
気流軸が壁面から十分離れている状況に相当する．ただし，離隔距離 x に対して開口幅 B が大


























































2  (5-90) 
ここで， ～ は係数， は軌跡の x 軸方向への最大離隔距離， は付着点高さであり，
付着点を過ぎると気流は壁面に沿って上昇するものと考えている（図 5-24）．ただし，気流の噴
出点ならびに付着点における境界条件は， 






















































































(A) 付着する場合             (B) 付着しない場合 
図 5-24 気流軸の軌跡 

































ただし，係数 は c と置きなおした．ところで， において軌跡の勾配は， 2+nc zLz <≤0































と表されるから， zx ∂∂ =0 となるのは，付着点の z= と，x 軸方向の流速が 0 となる最大離隔
点の z=
zL
( ) zLnn ⋅+ 2 となる．そこで，最大離隔点の高さ zL′を， 
 zL′ = zLn
n
2+  (5-94) 
とおくと， は係数 n によって変化することがわかる．すなわち，n が小さければ最大離隔点
は に対して低くに位置し，逆に n が大きければ に対して高くに位置することになる． 
zL′
zL zL
ここでは，軌跡式が実験結果を最も良く再現するように n を調整することにする．表 5-1 に
示すように，全 20 条件の実験のうち，気流軸の付着が起こったのは 9 条件であり，さらにその
中の，7 条件について最大離隔点高さ zL′と付着点高さ を確認することができた．図 5-25 はこ
の関係を示したものである．温度測定点の間隔が粗かったこともあり，ばらつきが大きいもの




 zL′ = 3
zL  (5-95) 

































図 5-25 最大離隔点高さ zL′ と付着点高さ  zL
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2  (5-99) 
ここに，式(5-89)のΔp を代入すると， 















ところで，図 5-24 を見ると分かるように，最大離隔位置Lxは噴出気流のx軸方向への流速が 0
となる位置である．言い換えると，噴出時の水平方向運動量（ ( )NZHu −∝ 20 ）と圧力によりな
される仕事が釣り合う位置でもある．このことを考慮して，式(5-100)を積分すると， 
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 ( ) 31*QZHgu Nm ′−∝    (5-102) 
と表せる．これを式(5-101)に代入すると，umはxに依存しないので積分の外に出すことができ， 


















0 2  (5-104) 
と展開できる点に注意すると，最大離隔距離係数Lxはa，bを係数として， 



































 ( )baFBLx +*~  (5-107) 
ところで，式(5-72)より軸上流速umは熱気流領域において一定とみなせることから，最大離隔
点のz軸方向への高さ zL′は，そのx軸方向への距離Lxに概ね比例するものと考えられる． 
 xz LL ∝′  (5-108) 
また，式(5-95)に示したように， が付着点の高さLzL′ zに比例するのであれば，Lzは， 
  (5-109) xz LL ∝
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となり，結局，Lzについても式(5-107)と同様な形式で次のように表すことが出来る． 







 32.0033.0 * += F
B
Lx  （r=0.96） (5-111) 
 77.033.0 * += F
B





図 5-26 より次のような付着条件が読み取れる． 
 7.0<
B

























    (r=0.93)
L
x




















図 5-26 無次元数F*と最大離隔点距離Lzおよび付着点高さLzの関係 




りあった開口条件ごとに，給気のない場合と，最も給気速度の大きい場合の 2 条件，計 10 条件
を選んだ．図 5-27～5-31 がその結果になる． 
本モデルによる予測結果は，実験結果と全般的によく一致している．まず，付着の起こらな
かった図 5-27，5-28 を見ると，最大離隔点の距離Lxを良好によく予測できており，モデルの有









































(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0528kg/s の場合 0m&





































(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0458kg/s の場合 0m&
図 5-28 B=0.3m, H=0.5m の場合の実験結果との比較 





































(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0548kg/s の場合 0m&





































(A) 給気のない場合     (B) 給気速度 =0.0525kg/s の場合 0m&





































(A) 給気のない場合       (B) 給気速度 =0.0554kg/s の場合 0m&
図 5-31 B=0.5m, H=0.3m の場合の実験結果との比較 
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きさは，噴出気流と壁面の離隔距離 x と開口幅 B の大小関係に左右されることが分かった．す










  (A1) FVDWFF QQQQmH &&&&& +++=∆
ここで， は燃料の燃焼熱， は燃料の供給速度， は壁への失熱速度， は開口を経
由した輻射失熱速度， は換気によって区画外へ放出される熱量， は区画外での未燃ガス
の発熱分である．この場合，Q は右辺第 3 項と第 4 項の和 となることから， 
FH∆ Fm& WQ& DQ&
VQ& FQ&
&
FV QQ && +








⎧ −= ∞&  (A3) 
ただし，k は部材の熱伝導率，l は部材の厚み， は壁の表面積である．また，壁の内側表面













Ub （ b ）：流速の半値幅（m） 
Tb  ：温度上昇の半値幅（m） 
B  ：開口幅（m） 
*B  ：流速に関する無次元半値幅（-） 
Pc  ：気体の定圧比熱（=1.0 kJ/kg・K） 
D  ：代表長さ（m） 
xD  ：壁面領域の x 軸方向長さ（m） 
yD  ：壁面領域の 軸方向長さ（m） y
*F  ：式(5-106)で定義される無次元数（-） 
g  ：重力加速度（m/s2） 
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H  ：開口高さ（m） 
FH∆  ：可燃性ガスの燃焼熱（kJ/kg） 
k  ：気流もしくは周壁部材の熱伝導率（kW/m・K） 
xL  ：噴出面からの最大離隔点距離（m） 
zL  ：噴出位置から見た付着点高さ（m） 
zL′  ：噴出位置から見た最大離隔点の高さ（m） 
Fm&  ：可燃物の熱分解に伴う可燃性ガスの供給速度（kg/s） 
n  ：理論的燃料空気比 γ が実際とは異なることを考慮した係数（-） 
p  ：圧力（Pa=N/m2） 
mp  ：噴出気流域内の圧力（Pa） 
∞p  ：周囲領域内の圧力（Pa） 
Wp ,∞  ：壁面領域内の圧力（Pa） 
p∆  ：噴出気流の壁面側と開放側の間の圧力差（Pa） 
q ′′′&  ：単位体積あたりの噴出気流内の発熱速度（kW/m3） 
Q&  ：開口噴出気流の保有する熱量（kW） 
*Q′  ：無次元発熱速度（-） 
DQ&  ：開口を経由した輻射失熱速度（kW） 
FQ&  ：区画外での未燃ガスの発熱速度（kW） 
VQ&  ：換気により単位時間あたりに区画外へ放出される熱量（kW） 
WQ&  ：壁への失熱速度（kW） 
0r  ：開口の相当半径（ ( ) πNZHB − ）（m） 
t  ：時間（s） 
T  ：温度，代表温度（K） 
*T  ：無次元温度上昇（-） 
∞T  ：外気温度，基準温度（K） 
T∆  ： からの温度上昇（K） ∞T
mT∆  ：気流軸上の からの温度上昇（K） ∞T
u  ：噴出気流の流速（ξ成分）（m/s） 
mu  ：噴出気流の軸上流速（m/s） 
0u  ：開口面における最大噴出速度（m/s） 
U  ：代表流速（m/s） 
*U  ：無次元流速（-） 
EU  ：周辺領域から気流領域へ流入する気流の流速（m/s） 
WEU ,  ：壁面領域から気流領域へ流入する気流の流速（m/s） 
V  ：区画体積（m3） 
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WEV ,  ：周辺領域から壁面領域へ流入する気流の流速（m/s） 
w  ：噴出気流の流速（ζ成分）（m/s） 
x  ：開口面に鉛直な方向の距離（m） 
0x  ：仮想点熱源距離（m） 
Y  ：気体中に含まれる化学種の質量分率（-） 
z  ：開口上端から鉛直方向高さ（m） 
NZ  ：中性帯高さ（m） 
ギリシャ文字 
α  ：噴出気流に対する周囲空気の連行係数（-） 
β  ： と の間の換算係数（-） Ub Tb
γ  ：理論的燃料空気比（-） 
Γ&  ：化学種の生成速度（kg/s） 
ζ  ：気流軸の直角な方向の距離（m） 
θ  ： x 軸に対するξ軸の角度（rad） 
Θ  ：横井による無次元温度上昇（-） 
µ  ：粘性係数（Pa・s） 
ξ  ：気流軸方向の距離（m） 
*ξ  ：無次元軸上高さ（-） 
π  ：円周率（-） 
ρ  ：密度（kg/m3） 
σ  ：ステファン・ボルツマン定数（5.67×10-11 kW/m2・K4） 




( )’ ：単位長さあたり，平均値からの変動 
( )” ：単位面積あたり 
( )’’’ ：単位体積あたり 
( )* ：無次元数 
( )m ：気流軸上の値 
(・) ：単位時間あたり 
( ) ：時間平均値 
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平板の重心を原点として，縁と直交するように 軸と 軸を，厚み方向に 軸をとるものと
する．また，火の粉の位置と姿勢角を定義するためには，さらに空間に固定された慣性座標系
Pu Pω
PPP zyx PPP zyx
Px Py Pz
xyz（以降，平板座標系と呼ぶ）が必要となる．ここではこの原点を火源位置にとることにし，
























図 6-1 飛び火の数値解析モデルの概要 
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6.2.1 火の粉の運動方程式 
速度 =( , , )と角速度 =( , , )の時間変化を求めて火の粉の飛散性状を記述
するには，運動量ならびに角運動量の保存式を定式化し，これを解く必要がある．まず，運動
量の保存式は，火の粉の燃焼に伴う質量および形状の変化が無視できるものと考え， 
Pu Pu Pv Pw Pω Pξ Pη Pζ
 GLDPPP dt
dV FFFu ++=ρ  (6-1) 
ただし， は火の粉の密度， は体積， は抗力， は揚力， は重力である．一般に，
火の粉の比重がそれを取り巻く空気の比重の 10






 ( ) MωI =⋅ PPdt
d  (6-2) 
ここで， は火の粉の慣性テンソル，M は周囲の流体との間の相対的な回転運動によりもたら
されるモーメントである．なお，先に定義した平板座標系は平板の慣性主軸に一致し， の成

















































III ρI  (6-3) 
薄い平板の場合にはlz < lx, lyなので，この式によると，慣性モーメントの各項はIP,zz > IP,xx, IP,yyと
なり， 軸や 軸に比べて， 軸まわりの回転が起こり難いことが分かる． Px Py Pz
火の粉の速度 ならびに角速度 の時間変化は，上に示した保存式(6-1)と(6-2)を変形する
ことで得られるが， や の定義される平板座標系 は，慣性座標系
Pu Pω
Pu Pω PPP zyx xyz に対して回転
しているため注意が必要となる．そこで，まず回転座標系で定義される任意のベクトル A の時
間微分の表し方について見ることにする．i，j，k をそれぞれ ， ， 軸方向の単位ベクト
ルとすると，ベクトル A=( , , )は次のように表される． 
Px Py Pz
xA yA zA
  (6-4) kjiA zyx AAA ++=

















zyx kjikjiA +++++=  (6-5) 
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ここで，右辺第 1～3 項は軸の回転がない場合の時間微分に他ならないので，これらをまとめて
dtd A* と表す．また，右辺第 4～6 項が となることに着目すると， Aω ×P
 AωAA ×+= Pdt
d
dt
d *  (6-6) 






d uωFu ×+= ∑ρ  (6-7) 
ただし， = + + である．これを， ， ， 軸の各成分に分けて表示しなおすと，
次のような計算式を得ることができる． 





























































































計算ステップにおける火の粉の速度 ，および角速度 は次のように求まる． Pu Pω















































揚力 ，重力 を考えるが，このうち， と については，一般にその大きさが運動量に比
例するものと考えることができる． 
DF
LF GF DF LF
 2
2
1, RLD uFF ∞∝ ρ  (6-13) 
ここで， は気流密度， は火の粉に対する気流の相対速度であり， ∞ρ Ru
  (6-14) PR uuu −=
ただし， は気流速度であり，平板座標系 に変換されたものを使う． u PPP zyx




 RRPDD AC uuF ∞⋅= ρ2
1  (6-15) 




















(A) 抗力      (B) 揚力      (C) 重力      (D) モーメント 
図 6-2 本モデルで設定した力・モーメントの作用方向 








1 ρ  (6-16) 
ここで， は揚力係数， は気流に対する火の粉の相対角速度であり， LC Rω
 ( uωωωω ×∇−=−=
2
1
PPR )  (6-17) 
ただし， は平板座標系 に変換された気流の角速度である．  ω PPP zyx
鉛直下方向に作用する重力 については一般的な定式に従って次のように表す（図 6-2(C)）． GF
 ( ) gF PPG V∞−= ρρ  (6-18) 
ここで，g は重力加速度ベクトルであるが，火の粉の運動が平板座標系 で定義されるの
で， や の場合と同様にやはり 系に変換された値を使う必要がある． 
PPP zyx
u ω PPP zyx






RuM ∞∝ ρ  (6-19) 
モーメント M が作用する方向については， の場合と同様に一般的な定式化はなされていな
い．ここでは，平板が回転すると粘性による減衰が生じ，相対角速度 と逆向きに M が働く









1 ρ  (6-20) 
ここで，
MC はモーメント係数， は平板の一辺の長さである．上式は，最終的には気流と火
































図 6-3 抗力・揚力・モーメントの各係数（プロットは実験値[10]を示す） 
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(2) 抗力・揚力・モーメントの各係数 
抗力，揚力，モーメントの各係数については，立川らの測定結果[10]をもとに，気流の平板
への入射角θ の関数として次のようにをモデル化する（図 6-3）．  
 θsin1.1=DC  (6-21) 
 ( ){ 6.0sin0.32.1,sin0.2min −−= θθLC } (6-22) 










Pu Pω xyz へと変換しなければならないが，ここでは，オイラー角
を用いて両座標系の関係を表し，座標間の変換ベクトルを導く． PQ
(1) オイラー角と回転行列 





ることで平板座標系 とする．ここでの角度α，β，γの回転は，それぞれ， PPP zyx


















































るから，空間座標系 xyz から平板座標系 への座標変換行列 R は次式で表される． PPP zyx
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逆に，平板座標系 から空間座標系PPP zyx xyz への座標変換は，Rの逆行列R
-1を用いればよい．
これは，上記と逆の順番で回転行列(6-24)～(6-26)を合成すればよく， 






















このとき，平板座標系 で計算される火の粉の速度 は，  PPP zyx Pu
  (6-29) PP uRu ⋅=ˆ
















3 uuxx  (6-30) 
(2) オイラー角と火の粉の角速度 
オイラー角 の変化は，火の粉の角速度 を用いて表すことができる．まず，先に示した
オイラー角の定義によると，平板の角速度 と，各回転の際に軸となった ， ， の間
には次の関係がある[11]．  
PQ Pω
Pω ze 1,xe 2,ze























(A) 回転α        (B) 回転β        (C) 回転γ 
図 6-4 オイラー角により表される平板座標系と空間座標系の関係 
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ただし，上付きの（ ）は時間変化を表しており， dtd PQ =(α& , ,β& γ& )である．このとき，上式
の右辺各項は， 
・

























































βββ βγ &&& RRe x













2, γγ && ze
と表されるから，これらを式(6-31)に代入して を成分表示すると， Pω













































































3 QQQQ  (6-37) 
6.2.4 四元数による平板座標系と空間座標系の関係の定義 






























































































































ここに式(6-36)を代入すると，オイラー角 の時間微分PQ α& ， ，β& γ& が，角速度 の各成分 ，























































































3 qqqq  (6-41) 
ただし，定義式(6-38)より分かるように，四元数 の各成分の間には， Pq
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また，四元数 を用いて回転行列 R を整理すると，  Pq
  (6-43) ( ) (
( ) (
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R )  (6-44) 
ここから，火の粉の速度 を空間座標系Pu xyz に変換して位置 x を更新する手順は，式(6-29)，





速度 u ならびに角速度 を求める．ただし，これらは空間座標系ω xyz で定義されているので，
回転行列 R を用いて平板座標系 へと変換する．変換された u および は，平板と流体と
の相対的な運動性状を調べるために使われ，その結果，平板に働く力ΣF，ならびにモーメント






















図 6-5 火の粉の飛散性状計算の流れ 
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ができる．得られた と は，回転行列RPu Pω
-1によって空間座標系 xyz へと変換し，これらを時




























































































∂ &ρρ  (6-47) 
 RTp ρ=  (6-48) 
















1δ )  (6-49) 




 pgzpp ′+−= ∞∞ ρ  (6-50) 
これを，上式(6-46)に代入すると，運動方程式は， 































∂  (6-51) 
のように書き改められ，静止圧力勾配が圧力項からとり出せて，浮力項に移される． 
(1) 低マッハ数近似モデル 
上に示した流体運動の基礎方程式(6-45)，(6-47)，(6-48)，(6-51)に対して Rehm & Baum [13]に
よる低マッハ数近似を施す．低マッハ数近似では，支配方程式の従属変数をマッハ数 M のべき
































































∂ ∞ &ρρ  (6-54) 
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気圧による地表面上の気圧分布の変化に対応している．これは，せいぜい 102Pa程度の変化であ
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を例にとると，これは次のようなたたみ込み積分によってなされる． ),,,( 321 txxxf









ii  (6-61) 
























6exp6)( yyG π  (6-63) 
ただし，Δはフィルター幅であり，一般的には格子幅程度とされることが多い．このフィルタ
ー操作により，全スケールを含む物理量 を低波数のグリッドスケール（GS）成分f f と高波数
のサブグリッドスケール（SGS）成分 f ′とに分離できる． 










(A) トップハットフィルター     (B) ガウシアンフィルター 
図 6-6 フィルター関数 












ρρ  (6-65) 










































































変動量を ( )″で表すと，これは次のように表される． 
 ρ
ρff ≡~ ，  (6-70) fff ′′+≡ ~
この関係を用いれば， 
 ii uu ~ρρ = ， jiji uuuu ρρ = ， TT ~ρρ =  (6-71) 
のように，密度の GS 成分 ρ とそれ以外の成分とに分離して方程式の表現を簡単にすることが
できる．なお，この平均操作は単なる表現の簡略化方法ではない．乱流中では密度ρも物理量
f も大きく変動する．ここで，f が示量的な値であるならば，このときの流れの基本となる量は



















































































∂ 1~~~~ &ρρ  (6-74) 
 TRp ~ρ=∞  (6-75) 
ただし，式(6-72)，(6-73)において， を分離せずに残したのは，後述する数値計算上の便を
考えたためである．またこの操作により，SGS 成分が GS 成分に対して及ぼす影響である乱流
応力（SGS 応力）
iuρ
ijτ ，ならびに乱流熱流束（SGS 熱流束） が新たに現れる． jh
( )jijiij uuuu ~~−≡ ρτ  (6-76)  




方的であると仮定し，渦粘性近似を用いると ijτ ， は次のように表される．  jh
 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−= ijkkijTkkijij SS δνρτδτ ~3
1~2
3







ρα  (6-79) 


















1~  (6-80) 
このうち， ijτ の式の右辺第1項の等方成分については，低マッハ数近似モデルの解法（次項6.3.3）
において，圧力 がポアソン方程式より求まるため，これをp′ p′に含めて計算することができる． 
SGS 動粘性係数 は，乱流エネルギーの SGS 成分に対して局所平衡（生産=消散）を仮定す
ることにより，次のようにモデル化できる[19]． 
Tν
 ( ) ijijST SSC ~~22∆=ν  (6-81) 
ここで，C はモデル係数，Δはフィルター代表長さである．代表長さΔは，3 次元デカルト座
標系での各方向のフィルター幅を∆ ， ，∆ とすれば， 
S
x y∆ z
 ( ) 31zyx ∆∆∆=∆  (6-82) 
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と計算できる．ここからも明らかなように，渦粘性近似により導かれるモデルでは，フィルタ


















u  (6-84) 




































































,&  (6-86) 
ここでも，低マッハ数近似モデルの場合と同様に，SGS 応力 と SGS 熱流束 が現れる． ijB,τ jBh ,
 jijiijB uuuu −≡,τ  (6-87) 




まず， ijτ ， は渦粘性近似によって次のように表される．  jh
 ijBTkkijijB S,, 23





∂−= ∞ρα ,  (6-90) 

















1  (6-91) 
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SGS 動粘性係数 ，SGS 熱拡散係数 も，式(6-81)，(6-83)と同様にして次のように表す． BT ,ν BT ,α







































3 11  (6-94) 
ここで，Δt は時間刻み間隔，上付き文字の N は計算ステップ数であり，  





































∂−=  (6-95) 
はそれぞれ対流項，拡散項，浮力項を表す．また，時間積分には 2 次精度のアダムス・バシュ
フォース法を採用している． 
既知の速度場 Niu が連続の式 0=∂∂ iNi xu を満たしているか否かにかかわらず，上式(6-94)によ
り得られる 1+Niu は離散化誤差，丸め誤差によって多かれ少なかれ連続の式を破る．数値的な発
散は，こうした時間進行のステップごとに蓄積される誤差により生じる．このような計算の破
綻を防ぐため，更新される速度場 1+Niu が 0
1 =∂∂ + iNi xu を満たすように圧力を決定する．そこで，
まず上式(6-94)の Np′ を 1+′Np に書き換えると， 
























ρ  (6-96) 
この場合，圧力勾配項は未知となるから，上式は 1+Niu に関する単純な前進解法ではなくなり，
速度場と圧力場を連成する必要が生じる．部分段解法では，この計算を次の二段階に分ける． 
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ρ  (6-99) 


















































































1 ρρ  (6-104) i i
ただし，ここでの対流項，拡散項，浮力項はそれぞれ次のとおりである． 





































∂−=  (6-105) 
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12 1  (6-107) 
























pρ  (6-109) 







































(A) 低マッハ数近似モデル             (B) ブシネスク近似モデル 
図 6-7 流体運動の計算の流れ 
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散化すると， は次式より時間発展により計算することができる． 1~ +NT
 ⎟⎠
⎞⎜⎝






























































































































図 6-9 実験時に観察された火炎の形状 






準風速は =1.9m/s，基準温度は =12℃（285K）であった． ∞U ∞T
(1) 計算条件 
本計算で設定した計算領域を図 6-8，流体運動の計算スキームを表 6-1 に示す．ここでは説明
の便を考え，座標軸xyzの原点を燃料容器中央の後端におき，主流方向にx軸，鉛直方向にz軸，
これらと直角にy軸をとる．計算格子には等間隔のスタガード格子を用いることとし，火源幅D
に対してx軸方向に 35D，y軸方向に 12D，高さz軸方向に 18Dだけとってある．ただし，格子幅





境界条件は表 6-2 に示すとおりである．流入の速度境界には，実測結果を基づいて人工的に 
 
表 6-1 計算条件 
火源寸法 幅D=0.05m，奥行き 11D=0.55m （A=0.0275m2） 
発熱速度 Q& =10.5kW （実験の観察結果から形状を決定） 
基準流入風速 ∞U =1.9m/s （実測値に基づいて変動風を生成[22]） 
座標系 3 次元デカルト座標系 
計算格子 等間隔スタガード格子，Δ=0.25 D 
計算領域 35D(x)×12 D (y)×18 D (z) 
計算格子数 140(x)×48(y)×72(z) 
アルゴリズム 低マッハ数近似モデル：修正部分段解法 ブシネスク近似モデル：部分段解法 
圧力解法 SOR 法 
空間スキーム 2 次精度中心差分 
時間スキーム 2 次精度アダムス・バシュフォース法 
時間刻み Δt・ /D=3.8×10∞U -3(-) 
 
表 6-2 境界条件 
流入面 流速： 実測値に基づいて変動風を生成[22] 温度： T = （12℃） （密度: ∞T ∞∞= RTpρ ） 
流出面 流速・温度・密度： 対流型流出境界条件 
上方境界 自由境界条件 
側方・下方境界 流速： 粘着境界条件 温度： 第一セルに実測値 （密度: RTp∞=ρ ）  




求めた単位時間あたりの発熱量 10.5kW を等配分した． 
(2) 温度上昇の比較 
図 6-10 は温度上昇の時間平均値ΔT を流入温度 で除して正規化したものを比較してあり，





























































図 6-11 火炎後方の温度上昇（標準偏差）の比較 
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実験結果と一致しているのに対して，低マッハ数近似モデルの結果は温度上昇を過大に算出す
る結果となっている．この差は，火口から遠ざかるにつれて小さくなるものの，火口後方 300mm




























(3) 流速（x 成分）の比較 
次に，流速の x 方向成分に関する結果について示す．図 6-12 は時間平均値 u，図 6-13 は標準









流速 x 方向成分の標準偏差 は，床面付近で最も高い値をとり，高さ（z 軸）方向に上るに

































































図 6-13 火炎後方の流速 x 成分（標準偏差）の比較 
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像度が十分でなかったために，本来の流速変動を過小に見積もったものと考えられる． 
(4) 流速（z 成分）の比較 
最後に，流速の z 方向成分に関する結果について示す．図 6-14 は時間平均値 w，図 6-15 は標
準偏差 をそれぞれ基準流入風速 で除して正規化したものである． Wσ ∞U































































図 6-15 火炎後方の流速 z 成分（標準偏差）の比較 







次に，図 6-15 の標準偏差 の比較を見ると，実験値の流速変動が大きくなっており，その
幅も計算結果より広くなっている．実験では，z≦600mm の範囲における測定が行われている
















では空間座標系 xyz の原点は火源中央の後端におき，主流方向に x 軸，鉛直方向に z 軸，これら





































図 6-16 火の粉の飛散性状シミュレーション 
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表 6-3 計算条件 
火源寸法 D=0.08m （A=0.064m2） 
発熱速度 Q& =4.0kW（発熱を第 1 セルに配分） 
基準流入風速 ∞















ただし， ( )Dz 9=∞ は境界層高さ．ここから変動風を生成[26]． 
計算格子 等間隔スタガード格子，Δ=0.25 D 
計算領域 31D(x)×12.5D (y)×12.5D (z) 
計算格子数 124(x)×50(y)×50(z) 
アルゴリズム 修正部分段解法（低マッハ数近似モデル） 
圧力解法 SOR 法 
空間スキーム 2 次精度中心差分 
時間スキーム 2 次精度アダムス・バシュフォース法 
時間刻み DUt ∞⋅∆ =6.25×10-3(-) 
 
表 6-4 境界条件 
流入面 流速： 事前に生成させた変動風を使用[26] 温度： （20℃） （密度: ∞= TT ∞∞= RTpρ ） 
流出面 対流型流出境界条件 
上方・側方境界 自由境界条件 
下方境界 流速： 粘着境界条件 温度： 断熱条件 （密度: RTp∞=ρ ）  
 
表 6-5 火の粉の条件 
 
辺長比   
DlP  (-) 
厚さ比 
Dd P (-) 
アスペクト比 




2 100.0 A 
3 
1/200 1/2000 10 
150.0 
1 50.0 
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6.4.1 計算条件 
(1) 熱流場 
計算に使用した条件を表 6-3，このときの境界条件を表 6-4 に示す．ここでは，辺長 D が 0.08m


















































































図 6-17 火源後方の熱流場の様子 
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表 6-5 に示した条件のうち，比重 を変化させた D1，D2，D3 について得られた床面上の落
下分布に，幾つかの火の粉の軌跡を併せて図 6-18 に示す．浮力流によって風下側へ火の粉の流
される様子が捉えられている．これによると，各条件における落下分布のピークは，それぞれ




















∑= Fu  (6-113) 
となるから，比重 ，体積 が小さいほど同じ力を加えられた際の速度変化は大きくなる． Pρ PV
図 6-19 は，y=0 を中心にして格子幅Δの間に落下した主流（x 軸）方向の分布確率，ならび






















(C) 条件D3（ =150kg/mPρ 3）の場合 
図 6-18 火の粉の軌跡と床面上の落下分布 
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の分布確率を示している．ただし，図中の各条件の横に示した数字は（平均，標準偏差）であ
る．このうち，図 6-19(A)，(B)はそれぞれ辺長比 DlP と厚さ比 Dd P を変化させた場合の分布















































A2 (9.16,  3.79)
E2 (4.89,  2.81)















































B2 (8.40,  3.80)
C2 (7.69,  3.46)
















































D1 (9.35,  3.84)
D3 (5.10,  2.91)








(C) 条件 D1，D2，D3 の比較（比重 の差） Pρ
図 6-19 落下した火の粉の分布（条件記号に付した数字は（平均，標準偏差）） 
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これによると，いずれの条件においても，y 軸方向へは概ね左右対称な分布となっているの
に対し，x 軸方向の分布は火源方向に歪んだ形となっている．特徴的な点は，辺長比 DlP や比




ある．また，平均と標準偏差の変動も DlP や を変えた場合に比べて小さくなっている．た
だし，
Pρ
DlP や Dd P を変えることによって火の粉全体の質量も変わっているから，こうした結












  (6-114) ∞=UuP
z 軸方向については，上昇流によりもたらされる鉛直上方への力 と，重力により鉛直下方




dwV −=ρ  (6-115) 
この中で上昇力 は，抗力 と揚力 の複合的な力であると考える．式(6-13)に示したよう
























図 6-20 火の粉の飛散距離 





























































ρ &  (6-119) 
ここで， は新たな比例係数である． BC
一方，重力 については， GF
 ( ) gVF PPG ∞−= ρρ  (6-120) 
と表されるが，火の粉のような固体の飛散を考える場合， ≪ であるので， ∞ρ Pρ
  (6-121) gVF PPG ρ≅
火の粉の飛散距離 を見積もるにあたって，ここではまず最高到達点 について考える．
は運動方程式(6-115)を時間について積分すれば求めることができるが，ここに の式(6-119)，





dtdwP が概ね 0 となることに着目すると， 
 0~GBPPP FFdt
dwV −=ρ  (6-122) 
これを解くことで， を次のように求める． Pz

























dwV PPGPPP ρρ −=−≅  (6-124) 
これは，以降の火の粉が加速度 g の等加速度運動を行うことを示している．最高到達点におい
て，速度 は 0 であることに注意すると，そこから t 時間後における火の粉の落下距離Pw z は， 
 2
2
1 gtz =  (6-125) 























































ρ &  (6-127) 



































ρ &  (6-128) 









































Px Px Px′ が占めていることからも予
想されるように， と の間には何らかの相関関係が存在するものと考えられる．すなわち，  Px Px′







x PP  (6-130) 










































ρ &  (6-131) 
で定義される無次元数 *B を導入すると， を与える相似的な関係が次のように得られる． Px
 ( *Bf
D
xP = ) (6-132) 
ちなみに，支配無次元数 *B に含まれる火の粉の形状に関する変数は，厚み のみであり，辺
長 は含まれない．これは式(6-122)で上昇力 と重力 を等置した際に， に含まれる面積
が消去されたことによるものである． 
Pd
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加的に行った場合には今回と異なる結果が得られることも予想される．また，計算時の火の粉























































(A) 平均値                 (B) 標準偏差 













































(A) 平均値                 (B) 標準偏差 
図 6-22 主流と直角な（y）方向への飛散距離（標準偏差） 
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(2) 飛散分布の再現性 

























σπ  (6-135) 





























































































































































(C) 条件 D3 
図 6-23 相似則による落下分布の再現性 
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0 とみなしてある．なお，x 軸方向の落下分布に対数正規分布を採用するにあたっては，式(6-133)
に得られた平均値 と標準偏差 を，距離 x に代えて自然対数 を変数とした場合の平均値
と標準偏差 に変換する必要がある．これは，次の変換式に と を代入すればよい． 
xµ xσ xln






































ョンの結果と比較を行ったものが図 6-23 になる．条件 D1，D2 については非常に良い精度でシ























DlP ，厚さ比 Dd P P，比重 ρ の違いが飛散性状に及ぼす影響について調べた．さらに，火
の粉の飛散距離が無次元数 *B により支配されることを示し，計算結果を整理した．これにより，
以下の知見が得られた： 
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DgcQ ∞∞ρ& からなり，火の粉の辺長 Pl は関係しない． TP
(B) 飛散距離の平均値 xµ と標準偏差 xσ は，それぞれ *B の 2/ 乗，1/3 乗に比例して増加する． 3



















DC  ：抗力係数（-） 
LC  ：揚力係数（-） 
MC  ：モーメント係数（-） 
SC  ：スマゴリンスキ定数（0.15 (
Pd  ：平板状火の粉の厚み（m
D   





e  ：単位ベクトル（m） 
DF  ：火の粉に加わる抗力（N） 
GF  ：火の粉に加わる重力（N） 
L  の粉に加わる揚力（N） F ：火




k  ：気流の熱伝導率（kW/m・K） 
Pl  ：平板状火の粉の一辺の長さ（m） 
M  ：火の粉に加わるモー
p  ：圧力（Pa=N/m2） 
p′  ：圧力の変動成分（Pa=
∞p  ：基準大気圧力（Pa） 
T  ：乱流プラントル数（0.5 (-)） Pr
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Pq （ 32 ,qq ）：四元数（-） 10
PQ γβα ,, ）：空間座標系に対する平板座標系の姿勢を表すオイラー角（rad） 
R  ：気体定数（kJ/kg・K） 
ijS
~  テンソル（1/s） ：ひずみ速度
t  ：時間（s） 
Pt ′  ：最高点から地表面上に落下するまでに要する時間（s） 
T  ：温度（K） 
∞T  ：外気温度（℃） 
T∆  ∞からの温度上昇（K） ：T





Pu （ PP wvu , ）：火の粉の速度ベクトル（m/s） P





x  ：気流の主流方向（m） 




y  ：主流と直角な方向（m） 
P ：火の粉上に設定さy
z  ：鉛直方向（m） 




T ：渦拡散係数（mα 2/s） 
β  ：気体の体積膨張係数（1/K） 
ijδ  ：クロネッカーのデルタ（-） 
∆  ：空間フィルターの代表長さ（m） 
θ  ：火の粉に対する気流の入射角（rad）  
µ  ：粘性係数（Pa・s），火の粉の飛散分布の平均（m） 
m2/s） Tν  ：渦動粘性係数（
ρ  ：密度（kg/m3） 
Pρ  ：火の粉の密度（kg/m3） 
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∞ ：外気の密度（kg/mρ  3） 












4) ght paths and lifetimes of burning particles of 
5)  study using an empirical velocity-dependent burning 
7) 播における火の粉飛散の数値解析，
8) と火の
9) Pagni: Combustion models of wooden brands, Proc. 3rd Int. Conf. Fire Res. 
10)  その 1 平板の空力特性と
ijτ  ：乱流応力（N/m2） 
：気流の角速度（rad/s） 
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図 7-1 延焼予測計算の流れ 
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7.2 複数室からなる建物の火災性状 
7.2.1 実験の概要 
火災実験は，1983 年に建築研究所にて行われた．実験建物は 1 階床面積 54.38m2，2 階床面
積 62.02m2の実大の 2 階建てブレースドパネル形式の鉄鋼系プレハブ住宅（エヌケーホーム社











(A) 1 階                    (B) 2 階 
図 7-2 実験建物の平面図（単位：mm） 
 









屋根 切妻形式，40/100 勾配 
 
表 7-2 各室の火災荷重 
階 室 火災荷重kg/m2 階 室 火災荷重kg/m2
和室 A 34.0 和室 B 32.1 
玄関ホール 6.0 ホール 6.0 
居間 33.1 洋室 A 27.9 
浴室・便所 0.0 洋室 B 29.6 
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および 2 階の和室 B-ホール，ホール-洋室 B の開口部以外，全ての内壁上の開口部が閉鎖され
た．外壁面上の開口については，台所の二つある片開き窓の片方，および食事室の掃き出し窓
が半分開放された．その他の外壁開口部は全て閉鎖された．なお，実験時には居間の燃焼が緩
慢であったため，点火後 23 分には，居間の掃き出し窓の一枚が，半分だけ開放されている． 














表 7-3 計算で使用した物性値 
Pc  気体の定圧比熱 1.0 kJ/(kg・K) 
h  対流熱伝達率 0.02 kW/(m
2・K) 
OH∆  単位消費量あたりの発熱量(酸素) 13100 (kJ/kg) 
FH∆  単位消費量あたりの発熱量(可燃性ガス) 17000 (kJ/kg) 
VL  水分の蒸発潜熱 2440 (kJ/kg) 
PL  木質系材料の熱分解潜熱 1700 (kJ/kg) 
ML  燃え抜け潜熱 2000 (kJ/kg) 
crq ′′&  可燃物の着火限界熱流束 15 (kW/m2) 
VT  水分の蒸発温度 373 (K) 
PT  木質系材料の熱分解温度 573 (K) 
Fα  燃焼面積の成長係数 1.0×10-4 (m2/s2) γ  可燃性ガスと反応する酸素の余剰率 4.0 (-) ε  部材輻射率 1.0 (-) 
0Ψ  固定可燃物の初期露出比率 0.2 (-) 




仕様のほぼ等しい扉を図 7-3 に示す 5 種類，壁を図 7-4 に示す 4 種類に分類した．図 7-3 に示す
扉①～⑤の設置場所は，図 7-2 の平面図に記した番号に対応している．また，これらを構成す

















 (A) 扉①     (B) 扉②     (C) 扉③     (D) 扉④     (E) 扉⑤ 










(A) 外壁        (B) 内壁        (C) 屋根        (D) 天井・床 
図 7-4 壁部材の構成（単位：mm） 
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表 7-4 開口部材および壁部材の熱物性 
部材 熱伝導率 kW/(m・K) 比重 kg/m3 比熱 kJ/(kg・K) 
難燃合板 0.15×10-3 500 1.8 
ラワン合板 0.15×10-3 500 1.8 
野地板 0.15×10-3 500 1.8 
パ-ティクルボ-ド 0.15×10-3 500 1.8 
石膏ボ-ド 0.17×10-3 700 1.13 
石綿スレ-ト 1.2×10-3 1500 1.2 
石綿スレ-トフレキシブル板 0.15×10-3 700 0.8 
ロックウ-ル吸音板 0.06×10-3 300 0.84 
ロックウ-ル 0.04×10-3 120 0.84 
グラスウ-ル 0.04×10-3 40 0.84 
網入りガラス 0.78×10-3 2540 0.77 
ガラス 0.78×10-3 2540 0.77 
 
表 7-5 各部材の燃え抜け時間（ISO834 標準加熱に基づく） 
 部位 燃え抜け時間 (min)  部位 燃え抜け時間 (min) 
扉① 30 外壁 20 
扉② 20 内壁 35 
扉③ 10 天井・床 30 








7.2.3 1 階各室の火災性状 
まず，出火室のある 1 階各室の温度の推移を比較したものが図 7-5 になる．比較に用いた実






出火室である台所の温度は，出火から 10 分後には 900℃近くまで上昇し，この高温状態が出
火後 50 分を経過するまで続いた．この間，区画内部の発熱が最も激しかったものと考えれば，
盛期火災状態は約 40 分間続いたことになる．その後，収納可燃物が燃え尽きたことで，区画内
の温度は大きく低下したが，計算の終了する出火後 60 分に至るまで，区画内温度は 400℃前後
の高温に保たれる結果となった．これは，建物内の他の火災区画からの伝熱や，柱や梁といっ
た固定可燃物の燃焼が継続したことによるものと考えられる． 
































































(B)  玄関ホール，和室 A，浴室・便所 






























図 7-6 食事室および台所の壁表面温度（北側）の推移 
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(2) 食事室 
出火室である台所との間には扉が設置されていなかったことから，食事室の温度は，出火か





度が出火から 50 分間にわたって記録されている．この比較を行ったものが図 7-6 である．これ
によると，出火直後から室温に対応して壁表面の温度が上昇し，実験では，両室とも 900℃ほ

































(6) 和室 A 







7.2.4 2 階各室の火災性状 
次に，2 階各室の温度を比較したものが図 7-7 になる．ここでも 1 階の場合と同様，比較に用
いた実験結果は，各室のほぼ中央，床上 1.1m の高さで測定された温度である．  
(1) 2 階ホール 
2 階ホールへの延焼は，実験では出火後 28 分，計算では 30 分前後に起こっている．いずれ
の場合にも 1 階玄関ホールの急激な温度上昇とほぼ同時に延焼が起こっていることから，1 階
から 2 階への延焼は，玄関ホールと 2 階ホールをつなぐ階段を経由して起こったものと考えら
れる．ただし，実験時には，1 階の玄関ホールが 29 分，2 階ホールが 28 分に温度上昇を開始し
ており，両者の延焼時刻が前後する．これは，熱電対の設置高さが床上 1.1m と低かったために，
1 階の火災室から玄関ホールに流入する高温ガスが，熱電対の顕著な温度上昇をもたらすこと
なく 2 階へ運ばれたことによるものと考えられる．  
(2) 和室 B，洋室 B 
2 階ホールは，2 階のその他全ての室と開口を経由してつながっているが，このうち，扉の設
置されていない和室 B と洋室 B では，いずれも 2 階ホールへの延焼が起こった直後に燃焼が始
まっている．実験結果に対する 2 階ホールの温度上昇の遅れに対応するように，和室 B と洋室
B の温度上昇も数分遅れる結果が得られた．以降の温度は，いずれも最高で 900~1000℃ほどと
なったが，このときの両室の温度が異なる経過をたどって変化したのは，区画内に積載される
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可燃物の条件や，区画および開口の形状に関する条件が異なっていたのみならず，隣接する（下
階を含めた）火災区画からの異なる加熱に曝されたことによるものと考えられる． 
(3) 洋室 A，洋室 C 
一方，扉の設置されていた洋室 A と洋室 C については，同じ扉①が使用されていたため，い
ずれも出火後 48 分ほどで 2 階ホールからの延焼が起こっている．洋室 A については室温の測
定がなされていなかったので比較はできないが，洋室 C の延焼時刻は実験値に比べて 10 分ほ



































































(B)  洋室 B，洋室 C 
図 7-7 2 階各室の温度の推移 
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7.2.5 建物内部の換気性状 
図 7-8 は，出火から 20 分，30 分，40 分経過した時点での，建物内部の換気の様子を示した
ものである．ただし，矢印は気流の流れる方向を示しており，単位時間当たりの流量が 0.01kg/s
以上となった質量移動のみを表示してある． 
 まず，出火から 20 分後の換気性状を示した図 7-8(A)を見ると，この段階で燃焼している区画






























(C) 出火後 40 分における建物内部の換気の様子 
図 7‐8 建物内部の換気性状の推移（単位:kg/s） 















1 階から流入した外気が火災室で温められ，浮力流となって 2 階へ上昇した後に屋外へ放出さ
れていることが分かる．なお，2 階ホールの床には点線で囲った部分に燃え抜けが発生してお
り，こうした開口を経由して上階へ運ばれる高温ガス量が増大したものと考えられる．また，




1976 年（昭和 51 年）10 月 29 日に山形県酒田市で発生した火災は，風雨波浪注意報発令中の
雨まじりの強風にあおられて拡大し，市街地の広範な領域を巻き込む大火へと発展した．繁華
街にある映画館での火災に端を発した大火は，夕方 17：40 頃の発生から翌早朝 5：00 頃の鎮火
に至るまで約 11 時間もの間燃え続け，焼失面積 22.5ha，焼失棟数 1,774 棟におよぶ大きな被害
をもたらした． 
当時の延焼の様子が撮影されたものを図 7-9 に，被災前の酒田市の全景を撮影したものを図
7-10 に示す．図 7-10 では被災した範囲を点線で囲ってあるが，火災は，出火建物を起点にして
東南東の方角に拡大し，800m ほど離れた新井田川（幅約 50m）まで及んだ後にようやく焼け止
まっている．以上の大火の概要を整理すると表 7-6 になる． 
火災当日の気象状況は，酒田市内のいくつかの地点で観測されているが，このうち，被災地
域の比較的近く（出火建物から 1km ほどの距離）に位置する測候所と保健所の観測結果を整理 


























図 7-10 被災前の酒田市の様子 
 
表 7-6 酒田市大火の概要[6] 
出火日時 1976 年（昭和 51 年）10 月 29 日（金） 17:40 頃 
鎮火日時 同        10 月 30 日（土） 5:00 頃 






焼失面積 焼失区域面積 22.5ha （焼失建築面積 15.2ha） 
焼失棟数 1,744 棟 （うち全焼 1,767 棟，半焼 7 棟） 























































































図 7-11 火災当日の気象状況（外気温，風速，風向，降水量） 
 
したものが図 7-11 になる．これによると，29 日 18 時から翌 30 日 5 時までの外気温の測定値
平均は，測候所で 9.2℃，保健所で 9.8℃となっている．  





また，火災時には降雨も観測されており，1h あたりの降水量は最大で 2mm，29 日 18 時から
30 日 5 時にかけての総降水量は 12mm となっている．降雨によって火災が燃え止まることはな
かったが，火災拡大の抑制には寄与したものと考えられる． 


















図 7-12 計算領域と飛び火の発生条件 
 
(1) 建物条件 
建物構造の内訳は木造，モルタル木造，鉄骨造，RC 造，土蔵の 5 種類となっている．ここ
では，壁の構成を図 7-13 に示すように構造別に設定し，外壁や内壁といった部位の違いは無視
することとした．また，壁部材の伝熱性状に関連する物性値は文献[3~5]を参考にして表 7-7 に，
















の形状は長方形とし，その重心は各壁の重心に一致させ，高さは一様に 1.2m とした． 
本計算では，各階を一つの検査体積で代表させるため，検査体積は外壁面と屋根，もしくは 









(A) 木造   (B) モルタル木造   (C) 鉄骨造   (D) RC 造   (E) 土蔵   (F) 開口部（ガラス） 
図 7‐13 区画境界部材の構成（単位：mm） 
 
表 7-7 区画境界部材の熱物性 
部材 熱伝導率 kW/(m・K) 比重 kg/m3 比熱 kJ/(kg・K) 
木板 0.15×10-3 500 1.8 
モルタル 1.30×10-3 2000 0.8 
ALC 板 0.15×10-3 600 1.1 
コンクリート 1.30×10-3 2400 0.8 
土壁 0.70×10-3 1300 0.9 
ガラス 0.78×10-3 2540 0.77 
 
表 7-8 構造別の部材燃え抜け時間（ISO834 標準加熱に基づく） 








              表 7-9 建物構造別の計算条件 










































は帯状の燃焼領域が形成された．この帯状領域の風向方向の幅は 100m ほどとなっており，  

































(C) 出火後 400 分における延焼の様子 
図 7-14 延焼シミュレーション結果（測候所データを使用） 
 

































(C) 出火後 400 分における延焼の様子 
図 7-15 延焼シミュレーション結果（保健所データを使用） 
 





































































図 7-16 火災前線の移動の比較 
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生確率 P と損失 L の積，すなわち損失期待値として， 













的に計算条件を設定する場合には，このうち特定の発生確率 P と損失 L の組み合わせを点的に
抽出して計算を行っていることに等しく，このとき得られる R は決定論的な指標となる． 
8.2.2 火災リスク計算の流れ 
ここでは，モンテカルロシミュレーションを利用することで，式(8-1)に定義した火災リスク







るのであれば，各試行は発生確率 P=1/N の事象の損失 L を求めていることに他ならないから，
この操作を N 回繰り返して求めた L より，リスク R が次のように計算できる． 












1  (8-2) 
ただし，ここでは火災の発生自体は所与の条件と考え，ある火災が発生した際にその損失の大
きさが L となる確率を P とみなす．損失 L の大きさを左右し，モデル化の必要な不確定量には，




式において，損失 L の尺度（焼失棟数や焼失面積）を決定すれば，リスク R の基準が統一され，




















































図 8-2 モンテカルロシミュレーションによる火災リスク計算の流れ 
 
   表 8-1 火災損失 L の規模を左右する不確定要因の例 

































し，数多くの歴史的文化資産を現在に残している（図 8-3）．昭和 54 年（1979 年）には，「高山
市三町地区」が重要伝統的建造物群保存地区に選定されている[1~3]．一般的な伝統的木造市街
地の例にもれず，高山は古くから火災の被害に見舞われており，享保 7 年（1724 年）以降に消
失家屋が数百件以上の大火災が 6 回，そのうち，明治八年（1875 年）には消失家屋が千件を越
す大火災があった．このときの被災範囲は高山の旧町域のほぼ全体に及んでおり，現在残る町


































ただし，ここでは，3~5 月を春期，6~8 月を夏期，9~11 月を終期，12~2 月を冬期としてある．






















































(A) 平均                        (B) 標準偏差 















































(A) 平均                        (B) 標準偏差 












図 8-6 高山市における平均風速ベクトルの日変動 
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(2) 市街地風 
市街地風の風速についても外気温と同様にして，季節ごとの時間（h）単位の変動の平均と標
準偏差をまとめたものがそれぞれ図 8-5 になる． 
平均風速は，季節によらず夜間の変動がほとんどなく，8，9 時以降の外気温の上昇とともに
上昇し，15 時前後に最大値をとる．以降は外気温の低下に対応するように平均風速も低下する．
季節ごとの風速の最大値は，春期（15 時）における約 2.6m/s を最大として，冬期（14 時）の
約 1.7m/s が最小となっている． 
標準偏差の日変動は平均風速のそれに類似しており，夜間に小さく，昼間に大きくなってい
る．季節ごとの風速標準偏差の最大値は春期（13 時）における約 1.3m/s を最大として，夏期（14
時）における約 1.0m/s が最小となっている．偏差が最大となる時間は，平均風速が最大となる























図 8-7 計算領域と出火建物（点線で囲った建物は土蔵を表す） 


















均風速が最大となる 15 時の段階での風速の発生頻度を示したものが図 8-8 となる．各季節の頻
度を比べると，春期，夏期，冬季の場合には単峰型の分布となっているのに対し，秋期の場合
には 0~1m/s と 3~4m/s にピークを持つ双峰型の分布となっている．ここでは，一日の最大風速
を図 8-8 から無作為に抽出して平均値からの変動比 r （抽出値/平均値）を求めておき，図 8-9 
 
表 8-2 計算で使用した物性値 
Pc  気体の定圧比熱 1.0 kJ/(kg・K) 
h  対流熱伝達率 0.02 kW/(m
2・K) 
OH∆  単位消費量あたりの発熱量(酸素) 13100 (kJ/kg) 
FH∆  単位消費量あたりの発熱量(可燃性ガス) 17000 (kJ/kg) 
VL  水分の蒸発潜熱 2440 (kJ/kg) 
PL  木質系材料の熱分解潜熱 1700 (kJ/kg) 
ML  燃え抜け潜熱 2000 (kJ/kg) 
crq ′′&  可燃物の着火限界熱流束 15 (kW/m2) 
VT  水分の蒸発温度 373 (K) 
PT  木質系材料の熱分解温度 573 (K) 
αβ  火の粉の発生頻度に関する係数 1.0×10-5 (kW-1) 
Fα  燃焼面積の成長係数 1.0×10-4 (m2/s2) γ  可燃性ガスと反応する酸素の余剰率 4.0 (-) ε  部材輻射率 1.0 (-) 
0Ψ  固定可燃物の初期露出比率 0.5 (-) 
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に示すように，計算対象期間中の平均風速（図 8-5(A)）に対して r を掛け合わせることで，設
定風速を決める．ただし簡単のため，風向の日変動には図 8-6 に示した平均値を用いる． 
(3) 建物条件 
本計算では，建物の構造として木造，モルタル木造，RC 造，土蔵の 4 種類を想定した．ここ
では，壁の構成を図 8-10 に示すように構造別に設定し，外壁や内壁といった部位の違いは無視











































































(C) 秋期                           (D) 冬期 






























図 8-9 外気温および風速の設定方法 
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(A) 木造     (B) モルタル木造     (C) RC 造     (D) 土蔵     (E) 開口部（ガラス） 
図 8-10 区画境界部材の構成（単位：mm） 
 
表 8-3 開口部材および壁部材の熱物性 
部材 熱伝導率 kW/(m・K) 比重 kg/m3 比熱 kJ/(kg・K) 
木板 0.15×10-3 500 1.8 
モルタル 1.30×10-3 2000 0.8 
コンクリート 1.30×10-3 2400 0.8 
土壁 0.70×10-3 1300 0.9 
ガラス 0.78×10-3 2540 0.77 
 
表 8-4 構造別の部材燃え抜け時間（ISO834 標準加熱に基づく） 
建物構造 燃え抜け時間 (min) 
木造 20 
モルタル木造 30 




              表 8-5 建物構造別の計算条件 




































様に試行回数 N を 500 回とした．図 8-12 は試行数の増加に伴う平均焼失棟数の推移を示したも
のであり，モデル分布に関する収束の度合いを表している．試行回数 500 回を終了した段階で
の平均焼失棟数，すなわち，式(8-1)で定義した火災リスク R は 100.06 棟となった．  
このとき，各試行で得られた焼失棟数（損失 L）とその発生確率 P の関係を整理したものが
図 8-13 になる．これによると，L=90~95 の突出した発生確率 P を峰としてその周辺に裾野状の











































(C) 出火から 150 分後の延焼の様子 
図 8-11 延焼シミュレーションの結果 
 






















































































図 8-14 市街地風の風速と焼失棟数の関係 










• 可燃材料である木部が外部に露出しているために，容易に延焼が起こり易い．  






表 8-6 に示すような火災安全性能の向上が図られたものと仮定して計算を行う．ただし，表 8-6
では，ISO834 標準加熱を受けた場合の燃え抜け時間で部材の防火性能を表している．このとき
算出される対策前後の火災リスクを比較することで，対策の効果を定量的に評価することがで
きる．なお，表 8-6 の条件①は，前節 8.3 で行った計算の条件に相当するものであり，何も対策
が施されていない基準条件を示している．条件②と③では開口部の補強が行われた場合を想定
しており，元々，10 分であった開口部材 A の燃え抜け時間が，それぞれ 15 分，20 分になった
ものとする．また，条件④と⑤では壁の補強が行われた場合を想定しており，元々，20 分であ
った壁 A の燃え抜け時間が，それぞれ 30 分，40 分に，30 分であった壁 B の燃え抜け時間がそ
れぞれ 40 分，50 分になったものとする． 
 
表 8-6 区画境界部材の燃え抜け時間の設定（単位：min） 
開口 壁 計算 











②（開口補強） 15 20 30 
③（開口補強） 20 20 30 
④（壁補強） 10 30 40 
⑤（壁補強） 10 40 50 
燃え抜けなし 燃え抜けなし

























































































































































図 8-15 開口部および壁の補強を行った場合の火災リスク 
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予測モデル（第 2 章）と，建物間の火災拡大性状予測モデル（第 3 章），の 2 つのモデルから構
成される．両モデルを構成する個別の現象については，可燃物の燃焼性状（第 4 章），開口噴出





る対応が求められる市街地での火災安全対策の可能性について考察を加えた（第 8 章）． 
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第 4 章 可燃物の燃焼モデルとその区画火災への適用 
第 4 章では，火災発熱の燃料となる可燃性ガスの供給速度 のモデル化を行った．一般に，
は可燃物へ入射する熱流束 q に比例することが知られているが，これを算出することは煩







二つ目の方法では，質量減少速度 が可燃物への入射熱流束Fm& q ′′& に比例するとの基本的な関
係には則るものの，一般には偏微分方程式となる基礎方程式の解法を，プロファイル法によっ
て近似的に求めることで計算負荷の軽減を図った． 
 9.1 本研究の成果 235 
両モデルを区画火災モデルへと適用し，計算結果を既往の区画模型実験と比較したところ，
いずれも妥当な精度で質量減少速度 の予測が可能なことを示した． Fm&
第 5 章 火災室開口から噴出する火炎・熱気流の温度性状 
第 5 章では，給気した火災室から噴出する火炎・熱気流の性状を模型実験により調べ，この
結果を新たに導いた相似則で整理した． 





























第 6 章 火災建物から放出される火の粉の飛散性状 
第 6 章では，流体中を飛散する火の粉のラグランジアン的運動のモデル化を行い，これに加
わる力およびモーメントを LES（Large Eddy Simulation）によって計算される流体運動から求め














粉を投入した場合の飛散性状を調べた．計算では，板の辺長 ，厚さ ，火の粉の比重 ，








の飛散距離の平均 はXµ *B の 2/3 乗に比例し，分散 はXσ *B の 1/3 乗に比例する結果が得られた．





第 7 章 延焼性状予測モデルの検証 





































































































噴出火炎の実験（第 5 章）を行うにあたっては，日本建築総合試験所建築物理部 部長・
吉田正友 博士，同耐火防火試験室 室長・田坂茂樹 氏に，実験設備使用の便宜を図ってい
ただきました．また，同 研究員・田中義昭 氏，同 研究員・土橋常登 氏には，お忙しい
中，休日を返上して実験にお付き合い頂きました． 
京都大学防災研究所 助教授・丸山 敬 博士には，火の粉の飛散性状解析（第 6 章）に関
連する流体運動の数値計算手法についてご指導を頂きました．また，この際に使用した流
体運動の計算プログラムは，九州大学応用力学研究所 教授・大屋裕二 博士，同 助手・内
田孝紀 博士に提供して頂いたプログラムに機能を追加したものです． 
酒田市大火の検証（第 7 章）に必要な市街地データの整備にあたっては，京都大学 学部
学生・大浦宗明 氏にご協力いただきました． 











なお本研究は，竹中育英会 建築研究助成（2002 年度），ならびに，文部科学省 科学研
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